
№ 審議案件 担当課 区分 付議日
審議
結果

1
データ共有・交換システムの利用に係る外部
結合について

行政管理課、情
報システム課

外部結合 2月13日 承認

2
新宿区外転出者の現地調査に係る業務の委託
について

税務課、医療保
険年金課

業務委託 2月13日 承認

3
財産調査システム及び財産調査システム中間
処理ユニットの利用に係る外部結合について

税務課、医療保
険年金課

外部結合 2月13日 承認

4
情報紙訪問配布事業及び熱中症予防啓発事業
に係る宛名等の印字委託について（委託内容
の追加）

高齢者支援課 業務委託 2月13日 承認

5
配偶者暴力相談支援センターDV相談ダイヤル
業務に係る外部結合等について

男女共同参画課
外部結合、
業務委託

2月13日 承認

6
学童クラブ機能付き放課後子どもひろば「ひ
ろばプラス」におけるお弁当配送サービス業
務の委託について

子ども家庭支援
課

業務委託 2月13日 承認

7
マンションの管理の適正化の推進に関する法
律第五条の二に基づく助言・指導等にかかる
業務委託について

住宅課 業務委託 2月13日 承認

8
口座振替支払事務に係る外部結合等について
（受渡方法の変更）

会計室
外部結合、
業務委託

2月13日 承認

9 会議録検索システムへの外部結合等について 議会事務局
外部結合、
業務委託

2月13日 承認

10
ＬｏＧｏフォームの利用に係る外部結合につ
いて（手続の追加）

区政情報課、情
報システム課、
健康づくり課

外部結合 3月27日 承認

11
ｅＬＴＡＸシステムに係る外部結合等につい
て（手続の追加）

税務課
外部結合、
業務委託

3月27日 承認

12
戸籍への氏名の振り仮名登録に関する電算処
理等について

戸籍住民課
電算処理、
外部結合、
業務委託

3月27日 承認

13
経営サポート事業に係る業務システムの開発
等について

産業振興課
電算処理、
外部結合、
業務委託

3月27日 承認

（資料１）

総 合 政 策 部 区 政 情 報 課

令 和 7 年 7 月 3 日

　新宿区個人情報保護管理運営会議で令和7年2月から令和7年6月に審議した案件について、下記
のとおり報告する。

令和６年度及び令和７年度新宿区個人情報保護管理運営会議

１　個人情報保護管理運営会議における審議案件及び結果

記

新 宿 区 情 報 公 開 ・ 個 人 情 報 保 護 審 議 会 資 料

における審議案件について
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14
児童相談業務用タブレット端末の導入に係る
システムの開発等について

子ども家庭支援
課

電算処理、
外部結合、
業務委託

3月27日 承認

15
妊婦のための支援給付事業に係るシステムの
構築等について

健康づくり課
電算処理、
外部結合、
業務委託

3月27日 承認

16
健康診査・がん検診等の印字等業務に係る外
部結合等について（一部変更）

健康づくり課
外部結合、
業務委託

3月27日 承認

17
特定健康診査受診者の糖尿病治療中の者に対
する保健指導等業務に係る外部結合等につい
て（受渡方法の追加）

健康づくり課
外部結合、
業務委託

3月27日 承認

18
「新宿の森」自然体験ツアーに係る外部結合
等について

環境対策課
外部結合、
業務委託

3月27日 承認

19
省エネルギー及び創エネルギー機器等補助金
受付事務等委託について

環境対策課 業務委託 3月27日 承認

20
新宿区木造住宅密集地区整備促進事業（若
葉・須賀町地区）における事業効果の分析・
評価に係る業務委託について

防災都市づくり
課

業務委託 3月27日 承認

21
木造住宅密集地区整備促進事業（若葉・須賀
町地区）における道路用地補償業務委託につ
いて

防災都市づくり
課

業務委託 3月27日 承認

22
木造住宅密集地区整備促進事業（若葉・須賀
町地区）における土地分筆登記等業務委託に
ついて

防災都市づくり
課

業務委託 3月27日 承認

23
ＬｏＧｏフォームの利用に係る外部結合につ
いて（手続の追加）

区政情報課、情
報戦略課、人材
育成等担当課

外部結合 4月18日 承認

24
新宿区職員エンゲージメント向上等支援に係
る業務の委託について

人材育成等担当
課

業務委託 4月18日 承認

25
新宿区職員ストレスチェックに係る業務の委
託について（委託内容の変更）

人材育成等担当
課

業務委託 4月18日 承認

26
令和７年度新宿区防犯機器等購入緊急補助事
業に係るシステムの開発等について

危機管理課
電算処理、
外部結合、
業務委託

4月18日 承認

27
児童手当制度事業に係る支払通知書等への印
字及び封入封緘業務の委託について

子ども家庭課 業務委託 4月18日 承認

28
建築確認台帳の基礎データ整備に係る業務の
委託について

建築指導課 業務委託 4月18日 承認

29
児童・生徒の健全育成に関する警察と新宿区
立学校との相互連絡制度の協定に基づく外部
提供について

教育指導課 外部提供 4月18日 承認

30
ＬｏＧｏフォームの利用に係る外部結合につ
いて（手続の追加）

区政情報課、情
報戦略課、総務
課、学校運営
課、選挙管理委
員会事務局

外部結合 5月22日 承認

31
新宿区定額減税補足給付金（不足額給付）給
付事業に係るシステム改修等について（対象
要件の変更等）

総務課
電算処理、
外部結合、
業務委託

5月22日 承認

32

銀行スマホ決済（モバイルレジ等）を活用し
た特別区民税・都民税・森林環境税等のイン
ターネットバンキング納付の導入に伴う収納
サービス提供事業者との外部結合等について
（納付方法の追加）

税務課
外部結合、
業務委託

5月22日 承認
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33

銀行スマホ決済（モバイルレジ等）を活用し
た介護保険料のインターネットバンキング納
付の導入に伴う収納サービス提供事業者との
外部結合等について（納付方法の追加）

介護保険課
外部結合、
業務委託

5月22日 承認

34

銀行スマホ決済（モバイルレジ等）を活用し
た国民健康保険料のインターネットバンキン
グ納付の導入に伴う収納サービス提供事業者
との外部結合等について（納付方法の追加）

医療保険年金課
外部結合、
業務委託

5月22日 承認

35

後期高齢者医療保険料の納付における銀行ス
マホ決済（モバイルレジ等）、モバイルレジ
クレジット決済及び電子マネー決済の導入等
について

高齢者医療担当
課

外部結合、
業務委託

5月22日 承認

36
新宿区アセットマネジメント支援システム
データの改修について

建築調整課
電算処理、
業務委託

5月22日 承認

37
ＬｏＧｏフォームの利用に係る外部結合につ
いて（手続の追加）

区政情報課、情
報戦略課、学校
運営課

外部結合 6月27日 承認

38
ｅＬＴＡＸシステムに係る外部結合等につい
て（手続の追加）

税務課
外部結合、
業務委託

6月27日 承認

39
マイナポータル申請管理システムとの外部結
合等について（特定個人情報保護評価の報
告）

税務課
電算処理、
外部結合

6月27日 承認

40
住民税未申告者に送付する特別区民税・都民
税申告書等の印字及び封入封緘に係る業務の
委託について

税務課 業務委託 6月27日 承認

41
環境活動人材ネットワーク事業に係る業務の
委託について

環境対策課 業務委託 6月27日 承認

個人情報保護管理運営会議にて審議した案件については、区ホームページで公開する。

※各事業に係る事項の詳細については、別紙のとおり。

２　その他
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（別紙） 
データ共有・交換システムの利用に係る外部結合について（№１） 

 

 

 

事業名 効果的・効率的な業務の推進 

担当課 行政管理課、情報システム課 

区 分 外部結合 

目 的 

データ共有・交換システムを導入することで、紙やＵＳＢメモリ等の外

部記録媒体の紛失による個人情報の流出事故の防止やデータ共有・交換に

おける事務の効率化を図る。 

対象者 データ共有・交換システムでデータを交換することとなる業務の関係者 

事業内容 

 

１ 概要 

 現在、区では、庁外の関係者とデータ共有・交換を行う際には、紙媒体

の郵送のほか、メールやどこでもキャビネット、パスワード付の外部記録

媒体（USBメモリ、CD-R等）等を利用している。しかし、個人情報を含む

データや 5MB 以上の大容量のデータの交換方法は限られており、迅速な

データ共有・交換が出来ない状態である。また、外部記録媒体（USBメモ

リ、CD-R 等）等については、パスワード付としているが、依然として紛

失による個人情報の流出事故リスクが残っている。 

  このため、紛失による流出事故の防止やデータ共有・交換における事

務の効率化に向けたデータ共有・交換ツール（BOX）を活用する。 

 

２ 外部結合の付議内容 

  データファイルの共有や閲覧のため、データ共有・交換システムと外 

部結合を行うことで、事業者等との間における受渡しの安全性を確保す

る。 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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事業者等 新宿区
データ共有・交換システム
（クラウドストレージ）

ISMAP登録済、ISMSクラウド
セキュリティ認証取得済み

＜主な利用機能＞
●データの共有
●閲覧・編集
●ダウンロード

＜主な利用機能＞
●アカウントの管理
●データの共有
●閲覧・編集
●ダウンロード
●権限の設定

＜主な機能＞
① アカウント管理機能
② ファイルの共有機能
③ ファイルの閲覧・編集機能
④ アクセス制限機能
⑤ ダウンロード制限機能
⑥ 自動削除機能
※ ③～⑥の設定はフォルダ・ファイル
毎に設定可能

区イントラネットパソコン
（LGWAN端末）

申請情報 審査情報

財産情報 事業関連情報

事業者パソコン等

・特定相手以外の通信不可 ・ネットワーク機器等制御による通信限定
・通信内容の暗号化 ・ウィルス対策
・ＩＤ／パスワード等認証 ・最新のパターンファイルの適用
・ファイルのパスワード設定 ・アクセス制御
・アクセスログ取得、分析 ・システムネットワーク状態等の監視
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理 ・国内法が適用されるサーバ環境
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設置、
サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティパッチの適用等）

データ共有・管理システムに係る個人情報の流れ

【インターネット回線】 【LGWAN回線】

通信暗号化
ファイルの無害化

①資料の送信

③資料の修正等

②資料の確認

①‘資料の送付

④資料のダウンロード

②‘資料の確認

③‘資料のダウンロード(※)

※区がアップロードしたファイルの編集権限、ダウンロード制限はファイル毎に可能

申請情報 審査情報

財産情報 事業関連情報

申請情報 審査情報

財産情報 事業関連情報

区からアクセスを許可さ
れた事業者等以外は、
保存されているフォルダ
及びファイルにアクセス
できない

他自治体
無関係の事業者等

・特定相手以外の通信不可 ・ネットワーク機器等制御による通信限定
・通信内容の暗号化 ・ウィルス対策
・ＩＤ／パスワード等認証 ・最新のパターンファイルの適用
・ファイルのパスワード設定 ・アクセス制御
・アクセスログ取得、分析 ・システムネットワーク状態等の監視
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理 ・国内法が適用されるサーバ環境
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設置、
サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティパッチの適用等）

・ウイルス感染の防止
・不正な通信の検知、分析、遮断
・ネットワーク機器の制限及び
アクセスの制御

・ID／パスワード認証
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新宿区外転出者の現地調査に係る業務の委託について（№２） 

 

 

 

事業名 新宿区外転出者の現地調査業務の委託 

担当課 税務課、医療保険年金課 

区 分 業務委託 

目 的 
区外に転出した滞納者の居住実態を把握し、効率的な滞納整理を実施す

る。 

対象者 
特別区民税・都民税・森林環境税、軽自動車税（種別割）の滞納者及び国

民健康保険料の滞納世帯主のうち、新宿区外に転出した者 

事業内容 

 

１ 概要 

令和７年１月より、特別区民税・都民税・森林環境税、軽自動車税（種

別割）及び国民健康保険料の滞納情報を一元的に管理するシステムを導

入しており、令和７年４月からは、当該債権に係る滞納整理業務を一元的

に担当する滞納対策課を設置している。 

それに伴い、令和２年度より税務課で実施している新宿区外転出者の

現地調査業務の委託範囲を拡大し（令和２年度第３回情報公開・個人情報

保護審議会了承済み）、国民健康保険部門においても、区外滞納者の居住

実態調査を委託することで、調査結果を基にした効率的な滞納整理に取

り組むことが可能となる。 

 

２ 業務委託の付議内容 

区外に居住する滞納者の居住地への訪問調査を実施し、居住実態の確

認及び連絡票の手渡し等を行う。 

       

３ 対象者 

最大８００件 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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社内
サーバ

新宿区外転出者の現地調査業務の個人情報の流れ
※令和２年度より税務課で実施している業務に、国民健康保険部門を追加する。

受託事業者

調査
対象者

①USBメモリ
の受渡し

新宿区

・郵便番号 ・住所
・方書 ・氏名

区外滞納者情報
委託先の
パソコン

②データの
取込み

委託先（調査員）
のタブレット

③調査案件
の確認

④現地訪問
及び調査

⑤調査結果
の登録

⑥調査報告
書の作成

⑦調査報告書
の提出及び
USBメモリの
返却

⑧調査報告書及び
 USBの受理

⑨個人情報
      消去証明書

の提出

⑩個人情報消去
証明書の受理

本部
地方

区外
滞納者情報

専
用
回
線

専
用
回
線

閉域ネット
ワーク

税務システム
（滞納整理機能）

暗号化機能付きＵＳＢメモリ
を利用し、管理簿に記載
暗号化機能付きＵＳＢメモリ
を利用し、管理簿に記載

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの
設置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリ
ティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの
設置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリ
ティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの
設置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリ
ティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設置、
サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティパッチの
適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境
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財産調査システム及び財産調査システム中間処理ユニットの利用に係る外部結合について

（№３） 

 

 

 

事業名 
財産調査システム及び財産調査システム中間処理ユニットの利用に係る

外部結合について 

担当課 税務課、医療保険年金課 

区 分 外部結合 

目 的 

特別区民税・都民税・森林環境税、軽自動車税（種別割）の滞納者及び国

民健康保険料の滞納世帯主について、大量かつ効率的な財産調査を行うこ

とで、調査件数を増加させ、公正・厳格な滞納整理業務の推進及び業務の効

率化を図る。 

対象者 
特別区民税・都民税・森林環境税、軽自動車税（種別割）の滞納者及び国

民健康保険料の滞納世帯主 

事業内容 

 

１ 概要 

令和７年１月より、特別区民税・都民税・森林環境税、軽自動車税（種

別割）及び国民健康保険料の滞納情報を一元的に管理するシステムを導

入しており、令和７年４月からは、当該債権に係る滞納整理業務を一元的

に担当する滞納対策課を設置している。 

それに伴い、令和４年度より医療保険年金課で導入している財産調査

システムの利用範囲を拡大し（令和３年度第９回情報公開・個人情報保護

審議会了承済み）、住民税部門においても同システムを活用するととも

に、処理速度を上昇させる中間処理ユニットを導入することで、対象者の

調査件数を増加させ、公正・厳格な滞納整理業務の推進及び業務の効率化

を図る。 

 

２ 外部結合の付議内容 

財産調査システム及び財産調査システム中間処理ユニットと外部結合

を行う。 

       

３ 対象者 

  特別区民税・都民税・森林環境税  約１５，０００人 

  軽自動車税（種別割）       約１，５００人 

  国民健康保険料          約２９，０００世帯 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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財産調査システム・財産調査システム中間処理ユニットの利用における個人情報の流れ （地方銀行系）

※ DAIS：地方銀行系

財産調査システム

DAIS
（提供事業者：SocioFuture㈱※）

新宿区
滞納対策課

税務システム
（滞納整理機能）

データベース

①税務システム
（滞納整理機能）
より照会対象者
データを作成

イントラパソコン

⑮取得した回答
データを、税務シス
テム（滞納整理機
能）に登録

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

財産調査システム
中間処理ユニット

PiMS
（提供事業者：北日本コンピューター
サービス株式会社）

各金融機関

⑦照会データを受信

⑧口座有無、取引詳細調査

⑨回答データをアップロード

【LGWAN回線】

通信暗号化

通信暗号化

②照会対象者
データを送信

③照会対象者データを受信

④各金融機関ごと
のフォーマットに
変換した照会
データを送信

【専用回線】

⑤照会データを受信
⑪回答データを受信

⑥照会データを
各金融機関に送信

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

ＦＷ

ＦＷ

⑩回答データを送信

ＦＷ

通信暗号化

⑫回答データ
を送信

⑬回答データを受信
⑭回答データを送信

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

【LGWAN回線】

ＦＷ
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【LGWAN回線】

②照会対象者
データを送信

⑨照会データを受信

【専用回線】

通信暗号化新宿区
滞納対策課

各金融機関

財産調査システム

pipitLINQ
（提供事業者：㈱NTTデータ・アイ※）

③照会対象者データを受信

⑦照会データを受信
⑬回答データを受信

⑤取得した照会データを、
イントラPCで確認
⑮取得した回答データを、
イントラPCで確認

ＦＷ

※ pipitLINQ：都市銀行系

財産調査システム
中間処理ユニット

PiMS
（提供事業者：北日本コンピューター
サービス株式会社）

④各金融機関ごとの
フォーマットに変換し
た照会データを送信

ＦＷ

⑥照会データを送信

ＦＷ

ＦＷ

⑧照会データを
各金融機関に送信

①税務システム
（滞納整理機能）
より照会対象者
データを作成

税務システム
（滞納整理機能）

データベース

イントラパソコン

通信暗号化

⑩口座有無、取引詳細調査

⑪回答データをアップロード

ＦＷ

⑫回答データを送信

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

⑭回答データを送信

ＦＷ

⑯回答データを送信

⑰回答データを受信

⑱回答データを送信

⑲取得した回答
データを、税務シス
テム（滞納整理機
能）に登録

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

財産調査システム・財産調査システム中間処理ユニットの利用における個人情報の流れ （都市銀行系）

※中間処理ユニットPiMSとpipitｌINQ
のシステムが連携していないため、
区を経由して送受信を行う。

7



情報紙訪問配布事業及び熱中症予防啓発事業に係る宛名等の印字委託について（委託内容

の追加）（№４） 

 

 

 

事業名 
情報紙訪問配布事業及び熱中症予防啓発事業に係る宛名等の印字委託に

ついて 

担当課 高齢者支援課 

区 分 業務委託 

目 的 
宛名の印字及び封入封緘業務を委託することで業務の継続及び効率化を

図る。 

対象者 ７５歳以上の独居世帯及び７５歳以上のみの世帯の者 

事業内容 

 

１ 概要 

区では、これまで情報紙訪問配布事業について、情報システム課が高速

プリンタで対象者リストの印刷及び宛名の印字を行い、委託事業者に封

入封緘業務を委託している（平成１８年度第６回新宿区個人情報保護審

議会了承済）。熱中症予防啓発事業についても、情報システム課が印字し

た宛名のシールを委託事業者において貼付していた。 

この度、基幹業務システムの再整備に伴い、ホストシステムが廃止され

ることから、情報紙訪問配布事業については、高齢者支援課の情報紙訪問

配布システムにより管理運用を行う。また、熱中症予防啓発事業について

は、情報システム課により対象者の抽出を行う。それに伴い、高齢者支援

課及び情報システム課が抽出した対象者データを委託事業者へ送付し、

委託事業者が印字を行ったうえで封入封緘する業務へ変更する。 

 

２ 業務委託の付議内容 

区が宛名シールの印字及び帳票を印刷していたが、委託先業者で印字

を行う。 

       

３ 対象者 

  情報紙：６，８９３件 熱中症：５，３０２件（令和６年度実績） 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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郵便番号、宛名住
所、宛名漢字氏名、
連番、管理番号、
カナ氏名

・鍵付きカバン等  
    による運搬
・受渡し時の管理 
簿への記載

・鍵付きカバン等
による運搬
・受渡し時の管理
簿への記載

③印字データ（提供）
（CD-R、DVD-R等・手渡し）

ｚ

⑥封入封緘後の封筒の確認

④宛名シール等の印字

⑤封入封緘
※通知文等を封筒に封入封緘し、
④で作成した宛名シールを貼付

②熱中症予防対象者
データを抽出 ⑦印字データ（返却）

（CD-R、DVD-R等・手渡し）

情報システム課

⑧委託先が郵便
局へ搬入し、区
民あてに発送

区民

高齢者支援課

高齢者支援課

①情報紙訪問配布対
象者データを抽出

郵便番号、宛名住
所、宛名漢字氏名、
連番、管理番号、
カナ氏名

委託先
新宿区

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務の
履行
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

ｚ

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制
御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイ
ウォー
ルの設置、サーバの要塞化、侵
入検
知、セキュリティパッチの適用
等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の
監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

ｚ

※赤色の部分が今回の付議事項情報紙訪問配布事業及び熱中症予防啓発事業に係る宛名等の印字委託について
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配偶者暴力相談支援センターDV相談ダイヤル業務に係る外部結合等について（№５） 

 

 

 

事業名 配偶者暴力相談支援センターDV相談ダイヤル業務 

担当課 男女共同参画課 

区 分 外部結合、業務委託 

目 的 
配偶者暴力相談支援センターDV相談ダイヤルへの区民等からの問い合わ

せに対し、適切かつ円滑な応答を行う。 

対象者 配偶者暴力相談支援センターDV相談ダイヤルが受けた電話の発信者 

事業内容 

 

１ 概要 

区では、平成 29年 10 月に配偶者暴力相談支援センター事業を開始し、

DV 相談ダイヤルを開設した。本事業開始から 6 年が経過し、相談者への

支援をより一層充実させるために、これまでの DV相談ダイヤルの実績や、

相談対応の状況を踏まえ、民間事業者に DV相談ダイヤル業務を委託する。

今後は、より専門知識と経験を有し、電話相談に関する技術訓練を行う、

民間事業者に業務委託を行うことで、相談体制の拡充を図る。 

 

２ 外部結合、業務委託の付議内容 

（１）外部結合 

 LGWAN回線を介して区のイントラ PCとクラウドストレージを結合し、

報告書及び相談記録のデータを取得する。 

 

（２）業務委託 

     DV相談ダイヤル業務を委託する。 

 

３ 対象者 

485件（令和 5年度 DV相談ダイヤル着信件数） 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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委託事業者

配偶者暴力相談支援センターDV相談ダイヤル業務の個人情報の流れ

②記録・閲覧

氏名
住所

電話番号など

相談内容

区民等

①電話での相談 Box
（クラウドストレージ）

【インターネット回線】

通信暗号化

・報告書は件数のみ月1回報告
・相談記録は毎営業日報告

氏名
住所

電話番号など

相談内容

・特定相手以外との通信不可・ネットワーク機器やサー
バの制限・通信内容の暗号化・外部からの攻撃防御

（ファイア ウォールの設置、サーバの要塞化、侵入
検知、セキュリティパッチの運用等）・ウィルス対策

・最新のパターンファイルの適用・ＩＤ／パスワード等
認証・ファイルのパスワード設定・アクセス制御

・システムネットワーク状態等の監視・アクセスログ取
得・サーバ冗長化 ・バックアップ・入退室管理

・国内法が適用されるサーバ環境

【イントラPC】

氏名
住所

電話番号など

相談内容

・特定相手以外との通信不可・ネットワーク機器やサー
バの制限・通信内容の暗号化・外部からの攻撃防御

（ファイア ウォールの設置、サーバの要塞化、侵入
検知、セキュリティパッチの運用等）・ウィルス対策

・最新のパターンファイルの適用・ＩＤ／パスワード等
認証・ファイルのパスワード設定・アクセス制御

・システムネットワーク状態等の監視・アクセスログ取
得・サーバ冗長化 ・バックアップ・入退室管理

・国内法が適用されるサーバ環境

④フォルダを設置し、データ
の受け渡しを行う

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特定相手以外との通信不可・ネットワーク機器やサー
バの制限・通信内容の暗号化・外部からの攻撃防御

（ファイア ウォールの設置、サーバの要塞化、侵入
検知、セキュリティパッチの運用等）・ウィルス対策

・最新のパターンファイルの適用・ＩＤ／パスワード等
認証・ファイルのパスワード設定・アクセス制御

・システムネットワーク状態等の監視・アクセスログ取
得・サーバ冗長化 ・バックアップ・入退室管理

・国内法が適用されるサーバ環境

 【LGWAN回線】

⑤報告書及び相談記録
データをダウンロード

通信暗号化

③報告書及び相談記録
データをアップロード

新宿区

⑥データ確認
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学童クラブ機能付き放課後子どもひろば「ひろばプラス」におけるお弁当配送サービス業

務の委託について（№６） 

 

 

 

事業名 
学童クラブ機能付き放課後子どもひろば「ひろばプラス」におけるお弁

当配送サービス 

担当課 子ども家庭支援課 

区 分 業務委託 

目 的 

学童クラブ機能付き放課後子どもひろば「ひろばプラス」において、夏休

み等の学校長期休業期間中に、「ひろばプラス」を利用する児童の保護者の

弁当作りの負担を軽減するとともに、児童の健全な育成を推進するため。 

対象者 
学童クラブ機能付き放課後子どもひろば「ひろばプラス」登録児童の保

護者 

事業内容 

 

１ 概要 

学校長期休業期間中の学童クラブにおけるお弁当配送サービス事業に

ついては、区学童クラブ全３０か所に登録する児童を対象とし、令和６年

度の夏季休業期間から事業を開始した（令和 5年度第 12回管理運営会議

承認済み）。 

学童クラブにおける事業開始後、学童クラブ機能付き放課後子どもひ

ろば「ひろばプラス」に登録する児童も対象としてほしいといった区民か

らの意見を踏まえ、令和７年度の春季休業期間から、「ひろばプラス」に

おいてもお弁当配送サービス事業を実施することとした。 

なお、学童クラブにおけるお弁当配送サービス事業と同様に、保護者が

弁当配送業者から購入した弁当を１個から注文できるよう、配送委託料

及び手数料については、区が負担する。 

 

２ 業務委託の付議内容 

学童クラブ機能付き放課後子どもひろば「ひろばプラス」登録児童の保

護者が、お弁当の配送を希望する場合、区が契約した弁当配送業者が準備

した専用サイトから注文し、希望した利用日に弁当が「ひろばプラス」へ

配送されるよう委託する。 

       

３ 対象者 

  学童クラブ機能付き放課後子どもひろば「ひろばプラス」２８箇所（登

録児童数 約２，２００名）（令和６年４月１日時点） 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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学童クラブ機能付き放課後子どもひろば「ひろばプラス」におけるお弁当配送サービス

Ｚ
Ｚ

Ｚ

委託事業者
（弁当配送受付システム）

「ひろばプラス」

通信暗号化

①弁当配送受付システム
のＷｅｂサイトへ登録し、
注文内容を入力

【情報項目】
児童氏名（ひらがな）、
クレジットカード情報、
電話番号、「ひろばプラ
ス」ごとに発行される登
録番号、ID・PW（保
護者が設定）、メールア
ドレス

③注文及び電子決
済確認メール

委託先ＰＣ

【インターネット】

⑤各「ひろばプラ
ス」へ弁当の配送

児童氏名（ひらが
な）、クレジット
カード情報、電話
番号、「ひろばプ
ラス」ごとに発行
される登録番号、
ID・PW（保護者
が設定）、メール
アドレス

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務の履行
・データの暗号化
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特定相手以外の通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォー
ルの設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

②注文及び電子決済
情報項目

弁当配送受付システム

④弁当配送受付システム
から各「ひろばプラス」
の弁当の個数を確認し、
弁当の用意及び配送準備

「ひろばプラス」
登録児童の保護者
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マンションの管理の適正化の推進に関する法律第五条の二に基づく助言・指導等にかかる

業務委託について（№７） 

 

 

 

事業名 
マンションの管理の適正化の推進に関する法律第五条の二に基づく助

言・指導等にかかる業務委託について 

担当課 住宅課 

区 分 業務委託 

目 的 管理不全が懸念されるマンションを再生し、住環境の保全・向上を図る 

対象者 東京都マンション管理状況届出制度により受理した管理不全マンション 

事業内容 

 

１ 概要 

新宿区マンション管理適正化推進計画の策定に伴い、令和６年２月か

ら管理計画認定制度を開始した。これは、管理が適切なマンションの管理

計画を認定するものである。 

一方で管理不全にあるマンションに対しては、マンション管理相談等

の相談事業を実施しているが、相手方からの申請がなければ区は対応で

きないため、不全状況を改善するための支援策については限定的である。 

この度、管理不全マンションに対して区が助言・指導等を行うととも

に、積極的にマンションの再生に向けた具体的な支援を提供し、管理不全

からの脱却をサポートしていく。 

 

２ 業務委託の付議内容 

  管理不全にあるマンションへのヒアリング同行及び助言・指導等の補 

助業務を委託し、マンション管理の適正化に向けた支援としてマンショ 

ン管理士の派遣を行う。       

 

３ 対象者 

22件（令和 6年 12月 23日時点実績） 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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③新宿区及び委託事業者
による訪問・ヒアリング
新宿区による助言・指導
等実施及び派遣受入れ意
思確認

④派遣受入れ
書の送付

マンションの管理の適正化の推進に関する法律第五条の二に基づく助言・指導等にかかる業務委
託における個人情報の流れ

新宿区

マンション管理状況
届出システム、台帳

マンションデータ

氏名、住所、電話番号、メール
アドレス、マンション名など

①支援対象マンションデー
タの提供（DVD等及び紙・
手渡し又は紙媒体の一部郵
送）

＜委託先＞

②台帳登録

支援対象マンションデータ

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）

・ウィルス対策 ・最新のパターンファイルの適 用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定 ・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得 ・サーバ冗長化
・バックアップ ・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

⑥年間計画書提
出（DVD等及び
紙・手渡し又は
紙媒体の一部郵
送）

⑤ 派遣対象マンショ
ンへの派遣依頼書送付
（DVD等及び紙・手
渡し又は紙媒体の一部
郵送）

⑦担当マンション管理士の派遣通知

⑨報告書提出（DVD等及び紙・
手渡し又は紙媒体の一部郵送）

・特記事項等の遵守 ・立入調査等及び状況
報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務の履
行 ・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬 ・受渡し時の
管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管 ・個人情報
の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備 ・事
故発生時等の協議

区
民

⑧マンション
管理士派遣

（
分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン

区
分
所
有
者
）

③新宿区及び委託事業者
による訪問・ヒアリング
新宿区による助言・指導
等実施及び派遣受入れ意
思確認

委託事業者

氏名、住所、電話番号、メール
アドレス、マンション名など
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口座振替支払事務に係る外部結合等について（受渡方法の変更）（№８） 

 

 

 

事業名 口座振替支払事務 

担当課 会計室 

区 分 外部結合、業務委託 

目 的 区民や事業者等への口座振替による支払いを可能とするため 

対象者 口座振替支払の請求者 

事業内容 

 

１ 概要 

区では、債権者である区民や事業者等からの請求を受け、口座振替によ

る支払を実施している。この口座振替による支払は、指定金融機関である

みずほ銀行に事務を委託しており、口座振替支払データを区が作成し、み

ずほ銀行へＤＶＤ等によりデータを送付している（昭和６０年度第４回

東京都新宿区個人情報保護審議会了承済）。 

今後は、口座振替支払データをＬＧＷＡＮ回線で送信することで、セキ

ュリティの向上や事務処理の効率化を図る。 

 

２ 外部結合、業務委託の付議内容 

（１）外部結合 

   口座振替支払データについて、ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰサービス提供事

業者を介したＬＧＷＡＮ回線でデータの授受を行う。 

（２）業務委託 

     口座振替支払データをもとに、債権者である区民や事業者等に口座

振替による支払事務を行う。 

 

３ 対象者 

  ６３，０００人 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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口座振替支払事務に係る個人情報の流れ

【LGWAN回線】

会計室

イントラPC
財務会計システム

イントラPC
LGWAN端末

③財務会計システムにて、
口座振替支払データを作成

各所属
AnserDATAPORT

LGWAN-ASP
LGWAN接続サービス(pufure)

ホストシステム

⑧入金処理

⑩振込明細一覧表の送付
(紙・手渡し）

区民・
事業者

⑤データ伝送

振込先情報（金融機関
コード、店舗コード、
預金種目、口座番号、
口座名義人名、振込金
額）

口座振替支払
データ

⑨振込明細
一覧表の送付
(紙・手渡し）

※赤枠の部分が、今回の付議事項

新宿区

①財務会計システムにて
口座振替支払情報入力・
支出命令起票

②会計室へ
口座振替支払
情報を送信

通信暗号化

株式会社
NTTDATA

振込先情報（金融機関
コード、店舗コード、
預金種目、口座番号、
口座名義人名、振込金
額）

口座振替支払
データ

④口座振替支払
データをアップ
ロード

【専用回線】

委託先
株式会社
みずほ銀行

振込先情報（金融機関
コード、店舗コード、
預金種目、口座番号、
口座名義人名、振込金
額）

口座振替支払
データ

⑥データチェック
・照合処理

⑦データ連携

振込先情報（金融機関
コード、店舗コード、
預金種目、口座番号、
口座名義人名、振込金
額）

口座振替支払
データ

申請者

⑨振込明細一覧表の作成

・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの
設置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリ
ティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの
設置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリ
ティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの
設置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリ
ティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

通信暗号化
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会議録検索システムへの外部結合等について（№９） 

 

 

 

事業名 本会議録・委員会会議概要記録の作製について 

担当課 議会事務局 

区 分 外部結合、業務委託 

目 的 
本会議録・委員会会議概要記録（会議録検索システム用データ）を作製す

る。 

対象者 
人事案件議案の候補者、訴えの提起議案の訴訟当事者、請願書・陳情書の

提出者 

事業内容 

 

１ 概要 

  現在、本会議及び委員会の会議録は、速記及びテープ反訳により記録

したデータを基に委託事業者が会議録検索システム用データを作成して

おり、インターネットで公開している閲覧用（区民・区職員等）について

は、会議録検索システム（クラウドシステム）へ直接インストールし、区

のスタンドアロンＰＣで運用している議会事務局職員用については、委

託事業者が区へ来庁し、スタンドアロンＰＣへデータを保存している。 

この度、令和７年３月に議会事務局職員用のスタンドアロンＰＣを廃

止し、区イントラパソコンからＬＧＷＡＮ回線経由で当該システムと結

合することになったため、委託事業者が保有している会議録のバックア

ップデータを当該システムにインストールする。 

 

２ 外部結合、業務委託の付議内容 

（１）外部結合 

区イントラパソコンと会議録検索システムをＬＧＷＡＮ回線で結合 

する。 

（２）業務委託 

     委託事業者が保有している会議録のバックアップデータを会議録検

索システムにインストールする。 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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会議録検索システムのインストールに係る個人情報の流れ

・閲覧用（区民・区職
員等）には、バック
アップデータをインス
トールしない。

・議会事務局職員用

会議録

イントラPC
氏名

新宿区
（議会事務局）

委託事業者
【株式会社会議録研究所】

・会議録検索システム用データ作成
・会議録検索システムの賃貸借

 【LGWAN回線】【インターネット回線】

通信暗号化通信暗号化

委託先PC

会議録

氏名

スタンドアロンPC
（令和7年3月末で廃止）

②会議録の
検索・閲覧

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）

・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、セ
キュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

会議録検索
システム

（クラウドシステム）

①委託事業者が
保有している
バックアップデー
タをインストール
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ＬｏＧｏフォームの利用に係る外部結合について（手続の追加）（№１０） 

 

 

 

事業名 行政手続のオンライン化等の推進 

担当課 区政情報課、情報システム課、健康づくり課 

区 分 外部結合 

目 的 
申請者が窓口に来庁することなく、２４時間申請手続を可能とするため、

行政手続のオンライン化を推進し、区民の利便性向上を図る。 

対象者 手続の申請者 

事業内容 

 

１ 概要 

 区では、平成１６年度から東京都及び都内区市町村で構成される東京

電子自治体共同運営協議会が提供する「東京共同電子申請・届出サービ

ス」を活用して、子どもや健康、防災、景観などに関する申請やイベント

の申込みなどの手続をオンラインで受け付けてきた。 

今後、「東京共同電子申請・届出サービス」が令和６年度末で廃止され、

よりサービス利用者にとって申請がしやすく、職員にとっても申請フォ

ームを作成しやすい新たな電子申請サービス（ＬｏＧｏフォーム）（以下

「ＬｏＧｏフォーム」という。）が、東京都及び都内区市町村で共同調達・

導入されることとなった。（令和６年度第１回個人情報保護管理運営会議

承認済） 

  ついては、区の電子申請による行政手続の導入促進等の観点から、下 

記３点にかかる電子申請のみ付議することとする。 

①単年度手続者が１，０００人を超えることが想定される場合 

②オンライン決済機能を活用する場合 

③マイナンバーカードを活用した電子認証機能を活用する場合 

 

２ 外部結合の付議内容 

  新たな手続をＬｏＧｏフォームに追加することで、さらなる区民の利

便性の向上を図ることとするため、東京都及び都内区市町村で共同調達・

導入するＬｏＧｏフォームに外部結合を行う。 

  なお、当該手続は、上記①単年度手続者が１，０００人を超えることが

想定されるため付議を行う。 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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⑤本人の同意に基づき
手数料等の支払い

（※２）

電子申請サービスに係る個人情報の流れ（住民等から区への申請）

区イントラネットパソコン
（LGWAN端末）

パソコン、
スマートフォン等

申請者

①専用サイトからの申請
（※１、※２）

【LGWAN回線】

③申請情報等の確認・
申請受付処理

新宿区

他自治体

他自治体は
区の情報に
アクセスできない

⑥申請情報等の
ダウンロード

⑧申請された書類を郵送（個別で確認が必要な場合は、電話等で連絡する。）

②申請到達メールの通知

④申請受付完了
メール等の通知

申請情報

⑦申請への対応及び
対応記録の管理

・特定相手以外の通信不可 ・ネットワーク機器等制御による通信限定
・通信内容の暗号化 ・ウィルス対策
・ＩＤ／パスワード等認証 ・最新のパターンファイルの適用
・ファイルのパスワード設定 ・アクセス制御
・アクセスログ取得、分析 ・システムネットワーク状態等の監視
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理 ・国内法が適用されるサーバ環境
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設置、
サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティパッチの適用等）

通信暗号化

決済情報

電子認証オプション
※必要な手続きのみ

マイナンバーカードを用
いた電子認証

電子決済オプション
※必要な手続きのみ

・クレジットカード決済
 ・PayPay決済

電子申請サービス（ＬｏＧｏフォーム）

申請内容の確認申請

【申請者側機能】 【自治体側機能】

申請受付申請状況照会

申請取り下げ／再申請

申請者情報のダウンロード

申請差し戻し(補正依頼)

申請情報 決済情報

API連携（※１） API連携（※２）
※電子決済オプション利用の場合

決済金額の納付

【インターネット回線】

株式会社トラストバンク

プライバシーマーク/ISMSクラウドセキュリティ認証取得済

・特定相手以外の通信不可 ・ネットワーク機器等制御による通信限定
・通信内容の暗号化 ・ウィルス対策
・ＩＤ／パスワード等認証 ・最新のパターンファイルの適用
・ファイルのパスワード設定 ・アクセス制御
・アクセスログ取得、分析 ・システムネットワーク状態等の監視
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理 ・国内法が適用されるサーバ環境
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設置、
サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティパッチの適用等）

・個人情報保護法等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・個人情報の消去、消去報告書の提出
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の対応協議

※１ 「電子認証オプション」を活用した電子認証は、申請と併せ➀の段階で行う。
※２ 「電子決済オプション」を活用したオンライン決済は、④申請受付完了メール等の通知で決済金額を請求し、⑤の段階で行うほか、申請と併せ➀の段階で行うこともできる。
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【追加手続及び情報項目】 

No 担当課 手続名（登録業務名） 取扱う個人情報項目 
年間申請件数 

（概算） 

１ 健康づくり課 妊婦支援給付金の申請

（妊娠時） 

郵便番号、住所、氏名、生年月日、電話番号、メールアド

レス、職業、個人番号、給付管理番号、母子健康手帳交付

日、母子健康手帳交付自治体、給付希望の有無、給付内容、

他自治体の支給有無、医師による胎児心拍の有無、医師の

氏名、医療機関情報、電子ギフト送付先郵便番号、電子ギ

フト送付先住所、振込口座情報 

約 2,000件 

２ 健康づくり課 妊婦支援給付金の申請

（出産時） 

郵便番号、住所、氏名、生年月日、電話番号、メールアド

レス、個人番号、給付管理番号、母子健康手帳交付日、母

子健康手帳交付自治体、給付希望の有無、給付内容、他自

治体の支給有無、医療機関情報、出産日、妊娠していた子

どもの数、一年以内の転出入の有無、一年以内に転出した

前自治体、電子ギフト送付先郵便番号、電子ギフト送付先

住所、支給金額、振込口座情報 

約 2,000件 
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ｅＬＴＡＸシステムに係る外部結合等について（手続の追加）（№１１） 

 

 

 

事業名 地方税の手続きにおける電子納付対象の追加 

担当課 税務課 

区 分 外部結合、業務委託 

目 的 

地方税の手続きにおいて、「ｅＬＴＡＸシステム」により電子納付できる

対象に特別区民税・都民税・森林環境税（普通徴収分）を追加することで、

納税義務者の負担を軽減させるため。 

対象者 特別区民税・都民税・森林環境税（普通徴収分）の納税義務者 

事業内容 

 

１ 概要 

地方税共同機構が提供するｅＬＴＡＸシステムとの外部結合は、平成

21年度第 2回、同第 6回、平成 22年度第 3回情報公開・個人情報保護

審議会にて了承済である。また、外部結合の税目追加について、特別区

民税・都民税（特別徴収分）は平成 30年度第 7回情報公開・個人情報

保護審議会、軽自動車税（種別割）は令和 3年度第 6回情報公開・個人

情報保護審議会、特別区たばこ税・入湯税は令和 5年度第 4回個人情報

保護管理運営会議にて了承済である。 

このたび、国よりｅＬＴＡＸを活用した「地方税統一ＱＲコード（ｅ

Ｌ‐ＱＲ）」による納付について、令和 5年度からサービスを開始して

いる軽自動車税に加え、令和 7年度からは特別区民税・都民税・森林環

境税（普通徴収分）についても、原則として納付書にｅＬ‐ＱＲを印刷

し、ｅＬ‐ＱＲによる納付ができるよう要請があったため追加する。 

  ついては、ｅＬＴＡＸシステムに連携することで、納付方法や納付利

用上限額が増えるなど、納税義務者の負担軽減に繋がることから、ｅＬ

ＴＡＸシステムを利用した手続きを行う。 

 

２ 外部結合、業務委託の付議内容 

（１）外部結合 

   区の審査クライアントと地方税共同機構が運営するｅＬＴＡＸポー

タルセンターをＬＧＷＡＮ回線で結合し、データの送受信を行う。特

別区民税・都民税・森林環境税（普通徴収分）については、軽自動車税

（種別割）同様、ｅＬＴＡＸポータルセンター内の統一納付書マスタ

に納付書情報をアップロードする。 

（２）業務委託 

     審査システム運用、保守サポート業務及び情報の一時的な保存業務

において、取扱う情報項目に特別区民税・都民税・森林環境税（普通徴

収分）の情報を追加する。 

 

３ 対象者 

  77,808人 普通徴収納税義務者（令和 5年度実績） 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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特別区民税・都民税・森林環境税（普通徴収分）の納付に係る個人情報の流れ（eLTAXシステムにより電子納付を行う場合）

納税義務者

②税務システムより
納付書の発付

【LGWAN回線】

【LGWAN回線】

⑥納付情報の送付⑧納付情報の送付

eLｰQRコード

①納付書情報の生成・登録
（アップロード）

新宿区

⑤納付情報の送付

地方税共同機構

⑦納付情報の一時的な保存

eLTAX納付

ポータル

⑨納付情報の収納処理

案件特定キー等

【専用回線】

【LGWAN回線】

【eLTAXポータルセンター】

通信暗号化

通信暗号化

通信暗号化
通信暗号化

【審査システム】

【審査クライアント】

④支払方法を
選択し、納付

決済事業者
（金融機関、
電子マネー等）

③eLTAXのeLｰQR
コードの読込み又は
案件特定キーの入力

【インターネット回線】

通信暗号化

統一納付書

マスタ

特別区民税・都民税・
森林環境税（普通徴収分）

の納税義務者情報

・納付者名
・納付者名フリガナ
・納付者住所等
詳細は別紙のとおり

※これまで、軽自動車税（種別割）で行っていたeLTAXによる納付方法に、特別区民税・都民税・森林環境税（普通徴収分）を追加する。

eLTAX

ポータル

【専用回線】

【連携】

【連携】
再委託項目
 ヘルプデスクの設置
 問い合わせ対応 再委託契約

・特定相手以外の通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外の通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

ＡＳＰ事業者
(株式会社エヌ・ティ・

ティ・データ)

【インターネット回線】

・特定相手以外の通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）

・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

再委託先事業者

・納付者名
・納付者名フリガナ
・納付者住所等
詳細は別紙のとおり

・納付者名
・納付者名フリガナ
・納付者住所等
詳細は別紙のとおり

・納付者名
・納付者名フリガナ
・納付者住所等
詳細は別紙のとおり
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（別紙） 

1 

結合される情報項目・委託に伴い事業者に処理させる情報項目   

特別区民税・都民税・森林環境税（普通徴収分）の共通納税システムに係る項目 
 
【ファイル名：納付書情報登録ファイル（※1）】 

登録区分、共通納税機関コード、税務事務所コード、所属コード、案件特定キー、確認番号、税目・料金番号、管
理番号、公開開始日、賦課年度、課税年度、期別、納期限、指定期限、支払期限（公開終了日）、拡張領域（延滞
金自動計算フラグ）、拡張領域（延滞金計算開始年月日）、拡張領域（延滞金免除等区分 1）、拡張領域（延滞金
免除等期間1（自））、拡張領域（延滞金免除等期間1（至））、拡張領域（延滞金免除等区分2）、拡張領域（延
滞金免除等期間 2（自））、拡張領域（延滞金免除等期間 2（至））、未納額、延滞金、過少申告加算金額、不申
告加算金額、重加算金額、各種手数料額、納付額、納税者 ID、拡張領域（関連 ID区分）、拡張領域（関連 ID）、
利用者向け確認用表示情報、還付済データ等への補記情報、納付可否区分、口座振替区分、拡張領域（金融機関コ
ード）、拡張領域（店舗コード）、拡張領域（口座種別コード）、拡張領域（口座番号）、拡張領域（記号）、拡
張領域（番号）、納付書情報登録依頼連番、納付書情報登録不可事由区分、納付書情報登録不可事由、拡張予備領
域01、拡張予備領域02 

 
【ファイル名：納付書情報登録依頼ファイル（※1）】 
受付番号、納付書情報登録依頼連番、共通納税機関コード、税務事務所コード、所属コード、依頼区分、案件特定
キー、確認番号、税目・料金番号、納税者 ID、利用者 ID、拡張領域（関連 ID区分）、拡張領域（関連 ID）、納
付者名フリガナ、納付者名、納付者住所、納付者メールアドレス、納付書情報登録依頼受信日時、拡張予備領域01、
拡張予備領域02、登録状況、納付書情報登録不可事由区分、納付書情報登録不可事由 
 
【ファイル名：納付情報管理ファイル（※2）】 

地方公共団体コード、納税者 ID、発行依頼受信日時、税務事務所コード、所属コード、手続 ID（電子納税）、申告
区分（eLTAX）、税目区分（電子納税）、見込みなし納付区分、期別（自）、期別（至）、申告受付番号、申告受付日、
申告受付日時、利用者 ID、納付者名フリガナ、納付者名、納付者住所、本税等合計額、延滞金合計額、収納団体名、
支払内容、収納団体番号、納付番号、納付区分、確認番号、支払可能期限、納付情報管理登録日時、納付情報作成
日時、MPN登録日時、内訳情報個数、法人番号、特定キー1、特定キー2、特定キー予備、総括納付情報納付区分、
総括納付情報確認番号、納付情報件数、備考、納付額コード、納付額区分、納付額名、金額 

 

【ファイル名：納付情報ファイル（納付日／入金日）（※2）】 

（ヘッダ部）データ区分、ファイル種別、収納団体コード、システム利用領域01、ファイル作成年月日、ファイル
作成時刻、データ件数、エラーデータ件数、ワーニングデータ件数、決済単位年月日、システム利用領域02、合計
金額、システム予備 

（データ部）データ区分、システム利用領域03 、制御情報、納付番号、収納団体コード、税目・料金番号、申告
区分・課税期間、確認番号、履歴番号、パスワード、システム利用領域 04、システム利用領域 05、システム利用
領域 06、システム利用領域 07、システム利用領域 08、システム利用領域 09、システム利用領域 10、システム利
用領域11、レスポンスコード、システム利用領域12、システム利用領域13、納付・請求情報、納付金区分、氏名
カナ、氏名漢字、今回請求金額合計、請求本体金額、請求固定延滞金額、延滞金随時計算フラグ、納付情報変更年
月日、納期限、延滞金計算開始年月日、延滞金表示区分、請求消費税、消費税表示区分、納付内容カナ、納付内容
漢字、手数料負担区分、地公体任意情報、納付方式、拡張予備領域01、機構指定納付受託者、仮消込情報、システ
ム利用領域14、今回支払金額合計累積、今回支払金額合計、支払納付額、支払延滞金額、支払消費税、領収区分、
支払方法、チャネル区分、入力区分、印紙税額、他店券金額、システム利用領域 15、入金年月日、納付年月日、
MPN処理年月日、MPN処理時刻、MPN処理通番、仕向センタコード、金融機関コード、店舗コード、仕向処理
年月日、仕向処理時刻、仕向処理通番、消込結果区分、決済年月日、MPN 通信サーバ登録年月日、拡張予備領域
02、チャネル区分2、システム予備 

（エンド部）データ区分、システム予備 

 

 

※1【納付書情報登録ファイル】については、すでに軽自動車税（種別割）で使用している。 

※2【納付情報管理ファイル】及び【納付情報ファイル（納付日／入金日）】については、すでに特別区民税・都民 

税・森林環境税（特別徴収分）及び軽自動車税（種別割）で使用している。 
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戸籍への氏名の振り仮名登録に関する電算処理等について（№１２） 

 

 

 

事業名 戸籍、戸籍の附票 

担当課 戸籍住民課 

区 分 電算処理、外部結合、業務委託 

目 的 

令和５年６月９日に戸籍法（昭和２２年法津第２２４号）の一部改正を
含む「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号。以下「改正法」と
いう。）」が公布され、令和７年５月２６日に施行されることから、戸籍の
記載事項に新たに氏名の振り仮名が追加されることとなった。 

対象者 
新宿区に本籍を有する者及び戸籍の附票を有する者 
新宿区に戸籍の届出をした者 

事業内容 

 

１ 概要 

区では、平成２５年９月より法令に基づき戸籍副本データ管理センタ
ーとの外部結合を行っている（平成２５年度第３回情報公開・個人情報
保護審議会了承済）。 
また、令和６年３月１日から戸籍情報連携システムによる送受信デー

タとして新たに戸籍届書等の情報が追加されている（令和４年度第３回
情報公開・個人情報保護審議会了承済）。 
今般の改正法の施行に伴い、マイナポータルを使用した振り仮名の届

出が可能となる。また、振り仮名を戸籍に記載するにあたり、本籍人あ
て仮の振り仮名を通知する等の業務が新たに発生することから、円滑に
業務を遂行するため業務委託による対応を行う。 

 

２ 電算処理、外部結合、業務委託の付議内容 
（１）電算処理 
   新たにマイナポータルを利用した氏名の振り仮名の届出を開始す

る。 
（２）外部結合 
   結合先及び送受信する情報項目を追加する。 

（３）業務委託 
     以下業務につきプロポーザルにより選定した事業者に業務委託を行

う。 
   ①戸籍に記載される予定の振り仮名の通知書の作成・発送（再委託） 

②通知に関する質問等に対応するためのコールセンターの設置運営 

③氏名の振り仮名の届出に基づき戸籍情報システムへの入力処理 
 
３ 対象者 
  新宿区に本籍を有する者  383,395人（令和 6年 3月 31日現在） 
  新宿区に戸籍の届出をした者及び新宿区に本籍を有する者で他の市区
町村に届出をした者（件数） 21,141件（令和 5年度実績） 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 

26



戸
籍

事
務
内
連
携

サ
ー
バ

法務省センター

戸籍情報連携システム

新宿区

戸籍情報システム

マイナポータルを利用した振り仮名の届出に係る個人情報の流れ
（令和４年度第３回情報公開・個人情報保護審議会にて了承済みからの変更）

④戸籍届書等情報の送信

◎赤点線で囲った部分が、今回の付議内容

届出人
来庁又は郵送

①振り仮名の
届出（紙）

②❹戸籍情報システム
への登録

③戸籍届書等のスキャナ読込
（マイナ届出の場合は
原則処理不要）

戸籍届書等情報の受信
（他市区町村受理分）

専用装置に
よる送受信

他の市区町村の
戸籍届書等情報

【LGWAN回線】
戸籍届書等情報通信暗号化

（SSL）

マイナポータル

【戸籍情報・券面情報
からの自動入力項目】

・氏名
・仮の振り仮名
・戸籍の表示
・住所
【入力項目】
・届け出る振り仮名
（仮の振り仮名と異な
る場合）

・代理関係（親権者等）

申請状況
・

補正通知

他の区市町村で受理
された戸籍届書の内、
新宿区に本籍を有す
る者の戸籍届書等情
報を受信する。

オンライン届書
等情報送信

・
補正通知受信等

❶振り仮名の届出
（マイナポータル）
※補正による
再届出含む

オンライン
届出データZIP

法務省センターに
送信する情報

・オンライン届出処理通番
・オンライン届出補正通知
（届出人あて補正依頼文）

オンライン受領分
届書等情報

他の市区町村で受理され
た新宿区に本籍を有する
者の戸籍届書等情報

戸籍届書等情報

❷届出事項を送信

❻補正通知・申請状況（手続完了の場合はその旨）

市区町村に送信する情報
・オンライン届出処理通番
・オンライン届出等管理情報
（署名検証結果等）
・オンライン届出データZIP
・オンライン届出事項画像PDF
・取下げ情報※取下げの場合

❸オンライン届書等情報を送信

❺オンライン届書等情報を送信

届出人

通信暗号化
（SSL）
通信暗号化
（SSL）

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境
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振り仮名法制化対応の業務委託に係る個人情報の流れ

本籍人

委託事業者

戸籍情報システム

戸籍・戸籍の附票

①本籍人あて通知用
データ抽出

②通知書作成
③本籍人あて発送
（４回に分け発送）

④受取り

窓
口
へ
届
出★問い合わせ

郵
送
に
よ
る
届
出

非
本
籍
地
窓
口
へ
届
出

マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
に
よ
る
届
出

★コールセンター業務
R7.7.1～9.30

平日8:30～17:00

★管理システムによる
問い合わせ対応

（通知に関する部分のみ）

⑥受領(受信)
⑦書類審査

⑤-1  ⑤-2   ⑤-3   ⑤-4

⑧審査完了

不 備

追加書類提出
届書訂正等

届出人へ
確認・依頼

⑨届書入力
⑩入力内容
の確認

⑪受理
⑫スキャナ
取込み・
法務省あて
電送

戸籍情報システム
（区役所内）

電送
(法務省
サーバ経由）

届書類引受け 届書類引渡し

新宿区

受理地の運用により
電送or郵送となる

必要に応じ
区職員へ引継ぎ

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

通知発送数（予定）
約203,000通
(同籍同住所4名まで1通の通知)
+不着再送等 約20,300通

合計 約223,300通

【LGWAN回線】

通信暗号化
（SSL）

暗号化機能付きＵＳＢメモリ
を利用し、管理簿に記載

再委託事業者

※委託事業者経由で
データ受取り（手渡し）

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

※通知用データは再委託先
のスタンドアロンパソコン
で処理
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経営サポート事業に係る業務システムの開発等について（№１３） 

 

 

 

事業名 経営サポート事業 

担当課 産業振興課 

区 分 電算処理、外部結合、業務委託 

目 的 区内事業者の経営課題の把握から改善までの一体的な支援を行う。 

対象者 区内中小企業・個人事業主 

事業内容 

 

１ 概要 

  これまで区内中小企業・個人事業主向けに実施してきた「商工相談」と

「ビジネスアシスト新宿」の機能を統合し、経営相談と専門家派遣との

連携により、経営課題の把握から改善までを一体的に支援する「経営サ

ポート事業」を開始する。専用ホームページによる情報発信や、経営力強

化につながる講座・セミナーの開催など、中小企業支援を総合的に展開

する。 

 

２ 電算処理、外部結合、業務委託の付議内容 

（１）電算処理 

クラウド基盤上に、相談記録システムの区使用環境（区データベース

等）を構築する。 

（２）外部結合 

   区職員がイントラ PC から予約システム及び相談記録システムにア

クセスし、予約者情報や相談内容等の入力を行う。 

（３）業務委託 

     支援が必要な区内事業者に対して、アドバイザー派遣やセミナーの

開催を委託し、中小企業支援を総合的に展開する。 

 

３ 対象者 

  200社 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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【委託先ＰＣ】

①経営相談申し込み
（Web）

【経営サポート相談業務に伴う個人情報の流れ】

事業所名
代表者氏名
電話番号

メールアドレス

予約システム

Ｚ

委託先

⑤コーディネータ
相談内容記録

⑧アドバイザーによる区内
事業者への相談実施

電話番号
メールアドレス

融資斡旋内容相談内容記録

相談記録システム

【インターネット回線】

通信暗号化

⑨アドバイザー
相談内容記録
及び実績報告

【イントラＰＣ】

クラウド

⑥コーディネーター
相談内容確認

・特記事項等の遵守 ・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務の履行
・データの暗号化 ・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管 ・個人情報の返
却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備 ・事故発
生時等の協議

（委託事業者）
  【保守委託】

システムの運用保守
および障害対応

（委託事業者）
【電算処理】及び【外部結合】

インターネット接続を利用して、ク
ラウドとの情報連携

⑩相談内容及び実績報告の確認

④コーディネーター
による相談の実施

（対面・オンライン）

①’経営相談申し込み
（電話・窓口等）

③相談予約者情報の確認

新宿区 ②経営相談申込者
情報の入力（電話、
窓口等での申し込み
者のみ）

・特定相手以外の通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検
知、セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

（委託事業者）
【外部結合】

インターネット 接続を
利用して、クラウドとの
情報連携

・特定相手以外の通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォー
ル
の設置、サーバの要塞化、侵入検
知、セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

（委託事業者）
  【保守委託】

システムの運用保守
および障害対応

区内事業者
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②セミナー申込者
情報の入力（電話、
窓口等での申し込
み者のみ）

【セミナー開催業務に係る個人情報の流れ】 【インターネット回線】

事業所名
代表者氏名
電話番号

メールアドレス

セミナー
申し込み者情報

Ｚ

委託先

【イントラＰＣ】

予約システム
区内
事業者

新宿区

・特記事項等の遵守 ・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務の履行
・データの暗号化 ・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管 ・個人情報の返
却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備 ・事故発
生時等の協議

①’セミナー申し込み
（電話・窓口等）

（委託事業者）
  【保守委託】

システムの運用保守
および障害対応

（委託事業者）
【外部結合】

インターネット接続を利用し
て、クラウドとの情報連携

【委託先ＰＣ】

・特定相手以外の通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検
知、セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

⑤セミナーの実施

・特定相手以外の通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイア
ウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検
知、セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

①セミナー申し込み
（Web) 通信暗号化

④セミナー開催準備

③セミナー申し込
み者情報の確認

⑥実施報告作成

⑦実施報告確認
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児童相談業務用タブレット端末の導入に係るシステムの開発等について（№１４） 

 

 

 

事業名 児童相談業務用タブレット端末の導入 

担当課 子ども家庭支援課 

区 分 電算処理、外部結合、業務委託 

目 的 

子ども及びその家庭に関する総合相談及び支援業務について、緊急を要

するケースへの対応の迅速化及び業務の効率化を図るとともに、個人情報

管理を強化するため。 

対象者 要保護児童若しくは要支援児童及びその保護者等又は特定妊婦 

事業内容 

 

１ 概要 

  現在、区では、子ども及びその家庭への訪問面接等の際、区職員が専用

ノートにメモを取り、帰庁後に課で管理している子ども家庭相談管理シ

ステムに相談記録を入力している。 

この度、子ども総合センター・子ども家庭支援センター・子ども総合セ

ンター分室に、事業者が構築したクラウド型の伴走型児童相談支援シス

テム（以下「支援システム」という。）と接続する児童相談業務用タブレ

ット端末を設置することで、訪問面接等の際に、区職員が携行し、相談記

録の作成、端末間のチャットによる対応方針の協議、子どもの傷やあざの

写真撮影などを行う。 

また、タブレット端末導入後は、USBメモリを介すことで、支援システ

ムに入力した内容を子ども家庭相談管理システムにデータ移行ができる

ようになるほか、タブレット端末紛失時は遠隔で閉域ネットワークから

の除外が可能なため、個人情報の管理体制を強化できる。 

※入力データは、タブレット端末と閉域ネットワークで結ばれたクラウ

ド上に保存され、タブレット端末には保存されない。 

 

２ 電算処理、外部結合、業務委託の付議内容 

（１）電算処理 

国内のクラウド（Google Cloud）基盤上に、支援システムの区使用環

境（区データベース等）を構築する。また、支援システムとタブレット

端末を結ぶ閉域ネットワークを構築する。 

（２）外部結合 

   区職員がタブレット端末から支援システムにアクセスし相談記録の

入力等を行う。 

（３）業務委託 

     支援システムの区使用環境と閉域ネットワークの構築及び支援シス

テムのサービス提供・運用保守に係る業務を委託する。 

 

３ 対象者 

  ２，９４８件（令和６年度の１２月まで） 

  ４，２０２件（令和５年度） 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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伴走型児童相談支援システムに係る個人情報の流れ

通信暗号化

【専用回線】

④相談記録の登録・修正

区イントラネットパソコン
（AVD）

子ども家庭相談
管理システム

⑤タブレット端末から専用端末
を介して相談記録を区イントラ
パソコンへ移行（USBメモリ）

対象者情報

※タブレットには
情報が

保存されない

相談者、児童、親族及び特定
妊婦の氏名・性別・続柄・生
年月日、住所、年齢、所属
（学校・保育園名等）、学年、
勤務先、健康状態、通院先、
世帯の状況、国籍、在留資格、
相談日、相談種別、相談内容、
経過記録

※新宿区のデータベースを構築する。
データベースにはシステムの他使用者
（他自治体）はアクセスできない。

新宿区
（子ども家庭支援課）

対象者

①区職員が対象者
の自宅へ訪問 ②面接を行い、

相談記録を作成

タブレット
端末

伴走型児童相談
支援システム
（Google Cloud)

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォー
ルの設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

対象者情報

相談者、児童、親族及び
特定妊婦の氏名・性別・
続柄・生年月日、住所、
年齢、所属（学校・保育
園名等）、学年、勤務先、
健康状態、通院先、世帯
の状況、国籍、在留資格、
相談日、相談種別、相談
内容、経過記録

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォー
ルの設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォー
ルの設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

タブレット
端末

③区職員が支援システムで
相談記録を確認し、チャット
機能で対応方針を協議
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妊婦のための支援給付事業に係るシステムの構築等について（№１５） 

 

 

 

事業名 妊婦のための支援給付事業 

担当課 健康づくり課 

区 分 電算処理、外部結合、業務委託 

目 的 

妊娠期から切れ目のない支援を行う観点から、児童福祉法の妊婦等包括
相談事業等の支援を効果的に組み合わせて、子ども・子育て支援法の妊婦
のための支援給付を実施することにより、妊婦等の身体的、精神的ケア及
び経済的支援を実施することを目的とする。 

対象者 
① 医師から胎児心拍の確認を受け、令和７年４月１日以降に妊娠の届出 
をし、区職員（看護職）との面談を受けた妊婦 
② 令和 7年 4月 1日以降に出産し、すくすく赤ちゃん訪問を受けた産婦 

事業内容 

 

１ 概要 
    区では、国の補助金を活用し、伴走型相談支援と経済的支援を一体的
に実施する「出産・子育て応援ギフトの支給事業」を令和４年度より実施
してきた。    
令和６年度に子ども・子育て支援法が改正され、法定事業となることか

ら、電子ギフトのみであった対象者への経済的支援を以下のように変更
する。 
① 区職員（看護職）の面談を受けた後、申請書を渡し、郵送または電 
子申請のあった対象者に対して５０，０００円相当の現金または電子 
ギフトを給付する。 

② すくすく赤ちゃん訪問を受けた後、申請書を渡し、郵送または電子 
申請のあった対象者に対して妊娠していた子どもの数×５０，０００ 
円相当の現金または電子ギフトを給付する。 

 
また、給付を迅速かつ安全に行うため、システムの構築、給付金の案

内、確認書等の印刷、封入封緘、発送、口座情報の入力・作成及びコール
センターによる案内等の業務について、専門的な知識等を有し、豊富なノ
ウハウを備えた業者に委託する。 
 

２ 電算処理、外部結合、業務委託の付議内容 
（１）電算処理 
   給付対象者を正確かつ迅速に把握し、円滑な支給事務に資するとと

もに、受給者からの問い合わせに対応するため、給付状況を一元的に
管理するための給付管理システムを構築する。 

（２）外部結合 
委託事業者の構築する給付管理システムへの入力処理(外部結合)を

行う。 
（３）業務委託 

システムの構築等、給付金の案内・申請書等の印刷、口座情報の入力
及び作成、コールセンターによる案内等の業務等（LoGo フォームへの
電子申請内容の確認を含む）について、迅速かつ安全に行う必要がある
ため、専門的な知識等を有し、豊富なノウハウを備えた業者に委託する。 

 
３ 対象者 
  ５，６００人（妊娠時２，８００人、出産時２，８００人） 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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【妊婦のための支援給付事業の個人情報の流れ】

委託事業者

給付管理
システム

コールセンターの開設

③提出された申請書の
内容を確認し、支給予定
データを作成

⑤支給予定データの
確認・決定

⑦支給決定書の印刷
（圧着ハガキ）

イントラパソコン
（健康管理システム）

給付管理システム
専用端末

区民

①区職員（看護職）
による面談の実施
（ゆりかご面接、
すくすく赤ちゃん
訪問等）

新宿区

②申請書の送付（郵送）

②‘LoGoフォーム
での申請

LoGo
フォーム

【インターネット回線】

④支給予定データ
の送付
（DVD-R等・
手渡し）

⑥支給決定データ
の送付
（DVD-R等・
手渡し）

⑧支給決定書の送付

⑨給付金の支給

（随時）必要に応じて
対象者情報等を閲覧・
更新

・鍵付きカバン等
による運搬
・受渡し時の管理
簿への記載

・鍵付きカバン等
による運搬
・受渡し時の管理
簿への記載

（随時）
問合せ対応・応対記録入力

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）

・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）

・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

【インターネット回線】
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健康診査・がん検診等の印字等業務に係る外部結合等について（一部変更）（№１６） 

 

 

 

事業名 健康診査・がん検診・肝炎ウイルス検診 

担当課 健康づくり課 

区 分 外部結合、業務委託 

目 的 区民の健康増進及び生活習慣病予防のため 

対象者 

１ 健康診査 
① １６歳から３９歳までの区民 
② ４０歳から７４歳までの区民（新宿区国民健康保険被保険者、生活保
護等受給者） 

③ ７５歳以上の区民（東京都後期高齢者医療制度加入者、生活保護等受
給者） 

２ がん検診 

 ① 胃・大腸・肺がん検診：４０歳以上の区民 
 ② 子宮頸がん検診：２０歳以上の女性区民 
 ③ 乳がん検診：４０歳以上の女性区民 
 ④ 前立腺がん検診：５０歳以上の男性区民 
３ 肝炎ウイルス検診 ４０歳以上で受診歴がない区民 

事業内容 

 

１ 概要 
区では、新宿区医師会等に健康診査、各種がん検診、肝炎ウイルス検診

の業務を委託し、実施している。健康診査（４０歳以上）のデータ入力、
健（検）診の検体検査業務については、再委託している。（平成２４年第
７回、平成２９年度第２回個人情報保護審議会了承済み）。また、健康診
査・がん検診等の受診の際には、それぞれの受診券が必要となるが、年度

当初に受診勧奨として、まとめて対象者に送付している（平成２９年度第
２回個人情報保護審議会了承済み）。そのほか、受診券の印字封入封かん
業務については、対象者データをＬＧＷＡＮ回線で委託事業者に送付が
できるようになっている（令和５年度第１０回個人情報保護運営会議了
承済み）。 
この度、受診券の印字封入封かん業務のうち、封入封かん業務を再委託

先が行うことで、迅速で効率的な業務の推進を図る。 
 

２ 外部結合、業務委託の付議内容 
（１）外部結合 
   年度当初の受診券の送付について、ＬＧＷＡＮ回線を利用すること

でセキュリティの向上や事務処理の効率化を図る。 
（２）業務委託 
     年度当初に送付する受診券の印字封入封かん業務について、迅速で

効率的な対応ができるよう、封入封かん業務のみ再委託を行う。 
 
３ 対象者 
  約１５０，０００人 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイア
ウォール の設置、サーバの要塞化、
侵入検知、セキュリティパッチの適
用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

②対象者データの
提供（LGWAN回
線または手渡し）

健康診査・がん検診業務等の委託に係る個人情報の流れ
※今回の付議内容は、赤枠の再委託先が追加

委託先②
（新宿区医師会、中野区医師会、

上記の医師会に属さない個別医療機関）
区民

⑦受診券を郵送

新宿区

再委託先②
（検体検査機関）

【区イントラＰＣ
（情報システム課管理）】

⑧医療機関へ受診

再委託先③
（データ入力機関）

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基
づく業務の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順
の整備
・事故発生時等の協議

⑪検査結果
納品

⑨検査依頼

⑭健検診票
入力依頼

⑯健検診票データ納品（手渡し）

中野区医師会
所属医療機関（医師）

個別医療機関

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

氏名
生年月日
性別

郵便番号、住所、氏名、受診
番号、受診券整理番号、被保
険者等記号番号、生年月日、
性別、生活保護等受給の有無、
電話番号、肝炎受診歴、健診
結果、問診結果、各検診結果
（がん、肝炎の一次・精密）

健検診票データ

郵便番号、住所、氏名、受診番
号、受診券整理番号、被保険者
等記号番号、生年月日、性別、
生活保護等受給の有無、電話番
号、肝炎受診歴、自己負担金額

受診券データ

郵便番号、住所、氏名、受診番号、受診券
整理番号、被保険者等記号番号、生年月日、
性別、生活保護等受給の有無、電話番号、
肝炎受診歴、健診結果、問診結果、各検診
結果（がん、肝炎の一次・精密）

⑫受診データから
健検診票の作成

ｚ

委託先①
（印字）

受診券
データ

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基
づく業務の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順
の整備
・事故発生時等の協議

③受診券
データ及び
封筒の宛名
を印字

①対象者データ
の抽出

⑮健検診票の
データ入力

⑩検体検査

⑬受診結果通知

【LGWAN回線】

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイア
ウォール の設置、サーバの要塞化、
侵入検知、セキュリティパッチの適
用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

新宿区医師会
所属医療機関（医師）

再委託先①
（封入封かん）

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイア
ウォール の設置、サーバの要塞化、
侵入検知、セキュリティパッチの適
用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

⑤受診券を封筒
に封入封かん

④受診券及び
封筒を送付

⑥封筒を納品
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特定健康診査受診者の糖尿病治療中の者に対する保健指導等業務に係る外部結合等につい

て（受渡方法の追加）（№１７） 

 

 

 

事業名 糖尿病性腎症等重症化予防事業（新宿区国民健康保険事業（保健事業）） 

担当課 健康づくり課 

区 分 外部結合、業務委託 

目 的 

新宿区特定健康診査受診者のうち、糖尿病の治療中で、血糖と腎機能が

基準値を超えている者に対し、医療機関（かかりつけ医）と連携の上、保健

指導を行い、糖尿病性腎症による透析等の合併症の発症を防止する。 

対象者 
新宿区特定健康診査受診者のうち、糖尿病の治療中で、血糖と腎機能が

基準値を超えている者。 

事業内容 

 

１ 概要 

区では、糖尿病性腎症等の重症化を予防するため、糖尿病治療に関する

十分な知識と経験を有した委託事業者に、当該予防事業の全体統括業務

（スケジュール管理、参加勧奨業務、対象者からの問い合わせ等受電業

務）や対面及び電話等（ＷＥＢ面談含む）による保健指導を委託してい

る。（平成３０年度第９回、令和３年度第７回情報公開・個人情報保護審

議会にて了承済） 

この度、ＬＧＷＡＮ回線による受渡し方法を追加することで、情報セキ

ュリティ対策の向上や事務処理の効率化を図る。 

 

２ 外部結合、業務委託の付議内容 

（１）外部結合 

対象者データ及び指導結果報告書の送付について、ＬＧＷＡＮ回線を

通じ、委託事業者との間で外部結合を行う。 

（２）業務委託 

     糖尿病性腎症等重症化予防の保健指導を行うため、業務の全体統括

管理、保健指導及び報告書の作成業務を専門業者に委託する。 

 

３ 対象者 

  約２００名 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

糖尿病性腎症等重症化予防事業における個人情報の流れ（委託先が保健指導する場合）

新宿区

②対象者データ
の提供（LGWAN
回線またはCD-R
の手渡し）

Ｚ

対象者

国保データベース
システム

対象者データ

・氏名
・生年月日
・性別
・住所
・電話番号等

⑤対面、電話、手紙、
ＷＥＢ面談での保健
指導を実施

④対象者へ
ＷＥＢ面談
内容の通知
（メール）

⑦保健指導結果
の報告書を提出
（LGWAN回線
またはCD-Rの手
渡し）

⑧保健指導結果
の報告書を確認

※赤字の部分が、今回の付議事項。

【LGWAN回線】

イントラパソコン

①対象者データ出力

【委託先PC】

対象者データ

・氏名
・生年月日
・性別
・住所
・電話番号等
・メールアドレス等

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）

・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載

・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載

⑥保健指導結果
の報告書を作成

通信暗号化

③対象者へ

対面、電話、手紙
及びＷＥＢ面談の
案内（電話・紙）

委託先
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「新宿の森」自然体験ツアーに係る外部結合等について（№１８） 

 

 

 

事業名 「新宿の森」自然体験ツアー 

担当課 環境対策課 

区 分 外部結合、業務委託 

目 的 
「新宿の森」自然体験ツアーの参加者の募集や管理等の一連の業務を円

滑に行うため。 

対象者 区民、区内在勤・在学の者 

事業内容 

 

１ 概要 

  現在、長野県伊那市、群馬県沼田市、東京都あきる野市に開設した「新

宿の森」を活用し、区民等を対象とした環境学習バスツアーを実施する

ことで、環境配慮意識の啓発を行っている。 

これまでは、区職員が参加者の募集・抽選・管理調整等を行っていた

が、コロナ禍後の応募の増加や、ツアー実施回数の増加に伴って、参加者

との連絡調整等に時間を要することがあるなど、区民サービスの向上や

業務負担の増大が課題となっているため、令和７年度からは、業務委託化

によって旅行業のノウハウを活かした参加者の管理調整等を行うこと

で、区民サービスの向上と業務の効率化を図る。 

 

２ 外部結合、業務委託の付議内容 

（１）外部結合 

LGWAN回線を介して区のイントラ PCとクラウドストレージを結合 

し、応募者及び参加者のデータを取得する。 

（２）業務委託 

     「新宿の森」自然体験ツアー参加者の募集・抽選・管理調整等を行

う。 

 

３ 対象者 

応募者：約６００名 

参加者：約１４０名 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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「新宿の森」自然体験ツアーに係る個人情報の流れ

Ｚ

応募者

Ｚ

委託先

氏名、年齢
代表者電話番号

代表者メールアドレス等

応募者情報

Box
（クラウドストレージ）

氏名、年齢
代表者電話番号

代表者メールアドレス等

応募者情報

氏名、年齢
代表者電話番号

代表者メールアドレス等

⑤応募者情報の確認

通信暗号化

通信暗号化

【インターネット回線】

③応募者情報の
アップロード

②データベース作成

参加者情報

氏名、年齢
代表者電話番号

代表者メールアドレス
緊急連絡先等【参加確認書】

参加者情報

氏名、年齢
代表者電話番号

代表者メールアドレス
緊急連絡先等⑪参加者情報の

アップロード

ｚ

⑧抽選の実施および当選者へ
の参加確認書の封入封緘

⑦抽選用データ
（応募者情報）の
ダウンロード

参加者情報

氏名、年齢
代表者電話番号

代表者メールアドレス
緊急連絡先等

⑫データの
ダウンロード

 【LGWAN回線】

・特定相手以外の通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設置、サーバの
要塞化、侵入検知、セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策 ・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証 ・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御 ・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得 ・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理 ・国内法が適用されるサーバ環境

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく
業務の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整
備
・事故発生時等の協議

郵送・FAXでの申
込者のみ、参加確認
書を郵送にて送付

【インターネット回線】

通信暗号化

⑥抽選用データ
（応募者情報）
のアップロード

④データの
ダウンロード

① WEB・郵送・
FAXによる応募
(通信暗号化)

⑨メール（URLの
み添付）・郵送・
FAXによる参加確
認書送付

⑩ WEB・郵送・
FAXによる参加確
認書の送付

⑬参加者情報等の確認
及びツアーの実施

Ｚ
Ｚ

新宿区
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省エネルギー及び創エネルギー機器等補助金受付事務等に係る業務委託について（№１９） 

 

 

 

事業名 新宿区省エネルギー及び創エネルギー機器等導入補助金 

担当課 環境対策課 

区 分 業務委託 

目 的 
「ゼロカーボンシティ新宿」の実現に向けて CO₂排出削減を推進するため、 

省エネルギー及び創エネルギーの取組に対する支援を行う。 

対象者 省エネルギー・創エネルギー機器等を導入した区民、区内事業所等 

事業内容 

 

１ 概要 

現在、区では「ゼロカーボンシティ新宿」の実現に向けて、家庭部門及

び業務部門の CO₂排出削減を推進するため、省エネルギー及び創エネルギ

ー機器等の設置にかかる費用の一部を補助している。この度、補助の申請

件数が増加傾向にあることから、職員が担うべき役割を明確にし、申請書

類の受付や内容確認業務を委託することで、事務処理速度を高める。ま

た、業務の委託にあわせ、新たに「窓口予約優先制度」を導入することで、

窓口で申請者を待たせることなくスピーディーな対応を可能とし、区民

サービスを向上させる。 

 

２ 業務委託の付議内容 

  補助金交付に係る申請書類の受付および内容確認業務や、封入封緘業 

務等を委託する。 

 

３ 対象者 

  720件 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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省エネルギー及び創エネルギー機器等補助金受付事務等における個人情報の流れ

委託先

申請者（区民等）

④審査・決定⑥交付決定通知書
及び請求書の印刷

⑦交付決定通知書
及び請求書の封入封緘

⑧交付決定通知書及び請求書の郵送

⑪補助金支出
（口座振替）

【申請者情報】

・氏名
・住所
・電話番号
・交付決定に必要となる事項
（機器等の購入金額、購入先等）

【申請時】

【請求時】
⑨請求書の提出
(窓口及び郵送) ⑩交付決定の内容と

請求書の内容を照合

新宿区（環境対策課）

※新宿区役所本庁舎７階で業務

電話による各種問合せ対応

③申請内容を区指定様式
（Excel）に入力

【請求者情報】

・氏名
・住所
・電話番号
・口座情報

②申請書類の
内容確認

①申請書類の提出
（窓口及び郵送）

請求書

補助金交付
申請書類

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイウォー
ルの設置、サーバの要塞化、侵入検
知、セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

⑤交付決定額等を③の様式
（Excel）に入力
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新宿区木造住宅密集地区整備促進事業（若葉・須賀町地区）における事業効果の分析・評

価に係る業務委託について（№２０） 

 

 

 

事業名 新宿区木造住宅密集地区整備促進事業 

担当課 防災都市づくり課 

区 分 業務委託 

目 的 

地区内の更なる防災性向上のため、国の密集市街地総合防災計画（以下

「本計画」という。）の事業延伸を行うにあたり事業効果の分析・評価を実

施する。 

対象者 対象区域内の土地及び建物権利者 

事業内容 

 

１ 概要 

  若葉・須賀町地区の密集市街地総合防災計画（以下、「本計画」という。）

の事業期間は、令和 2 年度から令和 6 年度までの 5 年間であるが、更な

る防災性向上のため、同事業の延伸を行うにあたり事業効果の分析・評

価を実施する。 

事業の実績を調査し、本計画との比較により事業の進捗状況を把握す

るとともに、事業の延伸のために必要な基礎資料の作成及び整理を委託

する。 

 

２ 業務委託の付議内容 

  対象区域内で建替えを行った建物の所在地・階数・面積や建築主等の 

情報をもとに、事業延伸のために必要な基礎資料等の作成を委託する。       

 

３ 対象者 

  ５０件 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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委託先

新宿区

【防災都市づくり課】

①対象区域内
データの抽出

・氏名、住所
・登記簿情報
・建築概要書
（対象敷地）等

新宿区木造住宅密集地区整備促進事業（若葉・須賀町地区）における事業効果の分析・評価に係る個人情報の流れ

②抽出データ（提供）
（USBメモリ）

③対象区域内
データの確認

・氏名、住所
・登記簿情報
・建築概要書
（対象敷地）

【区イントラネットＰＣ】 【委託先ＰＣ】

④抽出データに基づいた資料作成等
⑥作成資料の確認

⑤作成資料の提供
（紙・USBメモリ）

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務の
履行
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイア
ウォール の設置、サー
 バの要塞化、侵入検知、セキュリティ
パッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制
御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイ
ウォー
ルの設置、サーバの要塞化、侵

入検
知、セキュリティパッチの適用

等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の
監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境・鍵付きカバン等

による運搬
・受渡し時の管理
簿への記載

・鍵付きカバン等
による運搬

・受渡し時の管理
簿への記載
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木造住宅密集地区整備促進事業（若葉・須賀町地区）における道路用地補償業務委託につ

いて（№２１） 

 

 

 

事業名 
木造住宅密集地区整備促進事業（若葉・須賀町地区）における道路用地補

償業務委託 

担当課 防災都市づくり課 

区 分 業務委託 

目 的 
対象区域内の関係権利者に対しての物件補償調査、損失補償額の算定に

対する補償内容の説明等の業務を行う。 

対象者 対象区域内の関係権利者 

事業内容 

 

１ 概要 

  現在、若葉・須賀町地区では、木造住宅密集地区整備促進事業（以下

「密集事業」という。）に基づき、道路等の公共施設を整備し、地区の防

災性の向上と居住環境の改善を図っている。若葉地区、若葉・須賀町地区

地区計画で地区施設に位置付けられている地区内主要道路 1 号等では、

密集事業を活用し、区が道路拡幅部分の用地取得及び拡幅整備を行って

いる。 

  計画的かつ着実な区画道路等の用地取得及び拡幅整備を実施するた

め、対象区域内の関係権利者に対しての物件補償調査、損失補償額の算

定に対する補償内容の説明等の業務を委託する。 

 

２ 業務委託の付議内容 

  対象区域内で道路用地取得のため、交渉中である関係権利者に対し、 

物件補償調査や損失補償内容の説明等を委託する。       

 

３ 対象者 

  １件（令和 6年 6月時点） 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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委託事業者新宿区
②関係権利者情報の提供
（紙・USBメモリ）

関係権利者

⑤土地及び建物に関する物件
補償調査、損失補償内容の説
明等（区職員も同行し、対面
により実施）

・氏名、住所
・登記簿等
・建築概要書
（対象敷地）

木造住宅密集地区整備促進事業（若葉・須賀町地区）における道路用地補償業務に係る個人情報の流れ

④関係権利者情報に基づき、
図面作成・補償額算定

【区イントラネットＰＣ】

①関係権利者
情報の抽出 ③関係権利者

情報の確認

・氏名、住所
・登記簿等
・建築概要書
（対象敷地）⑤‘

⑤‘

⑥ 報告書の作成

⑦報告書の提出

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サー
 バの要塞化、侵入検知、セキュリティパッ
チの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制
御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイ
ウォー
ルの設置、サーバの要塞化、侵

入検
知、セキュリティパッチの適用

等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の
監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

【委託先ＰＣ】

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基
づく業務の履行
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却
・事故等への対応体制及び手順
の整備
・事故発生時等の協議
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木造住宅密集地区整備促進事業（若葉・須賀町地区）における土地分筆登記等業務委託に

ついて（№２２） 

 

 

 

事業名 
木造住宅密集地区整備促進事業（若葉・須賀町地区）における土地分筆登

記等業務委託 

担当課 防災都市づくり課 

区 分 業務委託 

目 的 対象区域の道路用地取得及び拡幅整備のため、分筆登記を行う。 

対象者 対象区域内の関係権利者 

事業内容 

 

１ 概要 

  現在、若葉・須賀町地区では、木造住宅密集地区整備促進事業（以下

「密集事業」という。）に基づき、道路等の公共施設を整備し、地区の防

災性の向上と居住環境の改善を図っている。若葉地区、若葉・須賀町地区

地区計画で地区施設に位置付けられている地区内主要道路 1 号等では、

密集事業を活用し、区が道路拡幅部分の用地取得及び拡幅整備を行って

いる。 

  計画的かつ着実な区画道路等の用地取得及び拡幅整備を実施するた

め、土地の調査及び測量を実施し、関係権利者等と調整及び分筆登記を

行うことを委託する。 

 

２ 業務委託の付議内容 

    対象区域内で道路用地取得のため、交渉中である関係権利者の土地の 

調査及び測量を行い、分筆登記を行う。 

 

３ 対象者 

  １０件（令和６年４月１日時点） 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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委託事業者新宿区
②関係権利者情報の提供
（紙・USBメモリ）

関係権利者

⑤土地に関する調査・測量・
分筆依頼（区職員も同行し、
対面により実施）

・氏名、住所
・登記簿等
・建築概要書
（対象敷地）

④関係権利者情報に基づき、
図面作成・登記簿申請等

【区イントラネットＰＣ】

①関係権利者
情報の抽出

③関係権利者
情報の確認

・氏名、住所
・登記簿等
・建築概要書
（対象敷地）

【委託先ＰＣ】

⑤‘⑤‘

⑥ 報告書の作成

⑦報告書の提出

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール の設置、サー
 バの要塞化、侵入検知、セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づ
く業務の履行
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却
・事故等への対応体制及び手順の
整備
・事故発生時等の協議

木造住宅密集地区整備促進事業（若葉・須賀町地区）における土地分筆登記等業務における個人情報の流れ

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制
御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイ
ウォー
ルの設置、サーバの要塞化、侵

入検
知、セキュリティパッチの適用

等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の
監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境
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ＬｏＧｏフォームの利用に係る外部結合について（手続の追加）（№２３） 

 

 

 

事業名 行政手続のオンライン化等の推進 

担当課 区政情報課、情報戦略課、人材育成等担当課 

区 分 外部結合 

目 的 区職員への調査のオンライン化を推進し、利便性の向上を図る。 

対象者 区職員（会計年度任用職員は除く） 

事業内容 

 

１ 概要 

 区では、平成１６年度から東京都及び都内区市町村で構成される東京

電子自治体共同運営協議会が提供する「東京共同電子申請・届出サービ

ス」を活用して、子どもや健康、防災、景観などに関する申請やイベント

の申込みなどの手続をオンラインで受け付けてきた。 

今後、「東京共同電子申請・届出サービス」が令和６年度末で廃止され、

よりサービス利用者にとって申請がしやすく、職員にとっても申請フォ

ームを作成しやすい新たな電子申請サービス（ＬｏＧｏフォーム）（以

下、「ＬｏＧｏフォーム」という。）が、東京都及び都内区市町村で共同

調達・導入されることとなった。（令和６年度第１回個人情報保護管理運

営会議承認済） 

  ついては、区の電子申請による行政手続の導入促進等の観点から、下 

記３点にかかる電子申請のみ付議することとする。 

①単年度手続者が１，０００人を超えることが想定される場合 

②オンライン決済機能を活用する場合 

③マイナンバーカードを活用した電子認証機能を活用する場合 

 

２ 外部結合の付議内容 

  新たな手続をＬｏＧｏフォームに追加することで、さらなる区職員の

利便性の向上を図ることとするため、東京都及び都内区市町村で共同調

達・導入するＬｏＧｏフォームに外部結合を行う。 

  なお、当該手続は、上記①単年度手続者が１，０００人を超えることが

想定されるため付議を行う。 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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⑤本人の同意に基づき
手数料等の支払い

（※２）

電子申請サービスに係る個人情報の流れ

区イントラネットパソコン
（LGWAN端末）

パソコン、
スマートフォン等

申請者

①専用サイトからの申請
（※１、※２）

【LGWAN回線】

③申請情報等の確認・
申請受付処理

新宿区

他自治体

他自治体は
区の情報に
アクセスできない

⑥申請情報等の
ダウンロード

⑧申請された書類を郵送（個別で確認が必要な場合は、電話等で連絡する。）

②申請到達メールの通知

④申請受付完了
メール等の通知

申請情報

⑦申請への対応及び
対応記録の管理

・特定相手以外の通信不可 ・ネットワーク機器等制御による通信限定
・通信内容の暗号化 ・ウィルス対策
・ＩＤ／パスワード等認証 ・最新のパターンファイルの適用
・ファイルのパスワード設定 ・アクセス制御
・アクセスログ取得、分析 ・システムネットワーク状態等の監視
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理 ・国内法が適用されるサーバ環境
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設置、
サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティパッチの適用等）

通信暗号化

決済情報

電子認証オプション
※必要な手続きのみ

マイナンバーカードを用
いた電子認証

電子決済オプション
※必要な手続きのみ

・クレジットカード決済
 ・PayPay決済

電子申請サービス（ＬｏＧｏフォーム）

申請内容の確認申請

【申請者側機能】 【自治体側機能】

申請受付申請状況照会

申請取り下げ／再申請

申請者情報のダウンロード

申請差し戻し(補正依頼)

申請情報 決済情報

API連携（※１） API連携（※２）
※電子決済オプション利用の場合

決済金額の納付

【インターネット回線】

株式会社トラストバンク

プライバシーマーク/ISMSクラウドセキュリティ認証取得済

・特定相手以外の通信不可 ・ネットワーク機器等制御による通信限定
・通信内容の暗号化 ・ウィルス対策
・ＩＤ／パスワード等認証 ・最新のパターンファイルの適用
・ファイルのパスワード設定 ・アクセス制御
・アクセスログ取得、分析 ・システムネットワーク状態等の監視
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理 ・国内法が適用されるサーバ環境
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設置、
サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティパッチの適用等）

・個人情報保護法等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・個人情報の消去、消去報告書の提出
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の対応協議

※１ 「電子認証オプション」を活用した電子認証は、申請と併せ➀の段階で行う。
※２ 「電子決済オプション」を活用したオンライン決済は、④申請受付完了メール等の通知で決済金額を請求し、⑤の段階で行うほか、申請と併せ➀の段階で行うこともできる。
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【追加手続及び情報項目】 

No 担当課 手続名（登録業務名） 取扱う個人情報項目 付議内容 

１ 人材育成等担当課 新宿区職員エンゲージ

メント向上等支援業務 

所属・職名・職種・職務名・性別・年齢・採用年・採用

区分・在庁歴・社会人歴・昇任歴等・調査回答内容 

① 約 3,000件 

※①単年度手続者が１，０００人を超えることが想定される場合 
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新宿区職員エンゲージメント向上等支援に係る業務の委託について（№２４） 

 

 

 

事業名 新宿区職員エンゲージメント向上等支援業務委託 

担当課 人材育成等担当課 

区 分 業務委託 

目 的 職員エンゲージメント向上のため 

対象者 区職員（会計年度任用職員は除く） 

事業内容 

 

１ 概要 

職員の働きがいや意欲、組織に対する思い入れ、愛着などのエンゲージ

メントを向上させることにより、組織の健全化、組織力の向上、個人の意

欲向上、人材の定着につなげていくことを目的として、職員エンゲージメ

ント向上の取り組みを行う。 

 

２ 業務委託の付議内容 

  区は、職員向けに LoGoフォームによる調査を実施し、調査結果を委託 

事業者に提供する。委託事業者は調査結果を詳細に分析するとともに、課 

題に対する改善提案なども含め報告書を作成する。       

 

３ 対象者 

  約 3,000人 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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新宿区職員エンゲージメント向上等支援業務委託に係る個人情報の流れ

区（人材育成担当課）
委託先

所属・兼務先・職名・職種・
職務名・性別・年齢・採用
年・採用区分・在庁歴・社会

人歴・昇任歴等
+

調査回答内容

調査結果

③データ取りまとめ及び
CD-R等で送付

①Logoフォームでフォーマット
を作成し、全庁へ通知文の送付

②Logoフォームで入力回答
⑤報告書（個人情報なし）および

データ返却（CD-R等）

【委託先ＰＣ】

④調査結果をもとに
報告書（個人情報なし）作成

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）

・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

職員・所属

⑥対応策・改善策検討

・特定相手以外との通信不可・ネットワーク機器
やサー
バの制限

・通信内容の暗号化・外部からの攻撃防御（ファ
イア 
ウォールの設置、サーバの要塞化、侵入検知、

セキュ   
リティパッチの適用等）

・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

②Logoフォームで各自回答
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新宿区職員ストレスチェックに係る業務の委託について（委託内容の変更）（№２５） 

 

 

 

事業名 職員の健康管理 

担当課 人材育成等担当課 

区 分 業務委託 

目 的 職員の健康管理のため 

対象者 区の職員（常勤、会計年度任用職員） 

事業内容 

 

１ 概要 

区では、労働安全衛生法等に基づき、以下のとおり職員の各種健康診断

業務を委託で実施している（平成２２年度第６回及び平成３０年度第２

回情報公開・個人情報保護審議会了承済）。 

（１）委託している健康診断の種類 

ア 呼吸器系・循環器系等健康診断 

イ 消化器系健康診断 

ウ 麻しん予防接種 

エ 婦人科系健康診断 

オ ストレスチェック 

 

（２）委託している業務内容 

 ア 受診票等の作成 

イ 受診票等の印刷及び封入封緘 

 ウ 各種健康診断の実施 

 エ 結果報告書の作成 

 オ 結果報告書の印刷及び封入封緘 

 

本件、上記（１）オのストレスチェックについて、従来は職員が紙の調

査票に記入する方式で回答していたが、原則ウェブからの回答に変更す

る。 

 

２ 業務委託の付議内容 

  ストレスチェックの実施方法について、紙の調査票による回答から、 

原則ウェブからの回答に変更する。やむを得ない事情によりウェブでの 

回答が難しい職員については、従来通りの紙の調査票で回答する。       

 

３ 対象者 

  ３５００名 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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新宿区

ストレスチェックに係る個人情報の流れ

専用サイト
(委託先がサイトを作成し、委託先のみがアクセスで

きるサーバ（自社に設置）において
情報管理する。)

委託先

④’回答

Web経由の
回答情報

調査票の
回答情報

【PC等】

【調査票】

手渡し又は郵送
前の複数名での
チェック

【イントラパソコン】

①対象者情報の抽出

対象者情報

②対象者情報データの
受渡し（CD-R等）

③対象者データの取り込み
及び専用サイトの設定

⑤’結果の通知

または

④回答
（調査票手渡し）

⑤結果の通知
（個人結果報告書の
手渡し又は郵送）

⑥回答に基づき分析及び報告書の作成

※PC等からの回答
が不可能な場合の
み、手書き

⑦報告書納品及び個人結果
データの送付（CD-R等）

【インターネット回線】

通信暗号化

⑧報告書等の確認

・特定相手以外の通信不可・ネットワーク機器やサー
バの制御
・通信内容の暗号化・外部からの攻撃防御（ファイア
ウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検
知、セキュリティパッチの適用等）・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証・ファイルのパスワード設
定
・アクセス制御・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理・国内法が適用されるサーバ環境

・特記事項等の遵守 ・立入調査等及
び状況報告 ・責任者及び取扱者の報
告
・区が作成した業務フローに基づく業
務の履行・データの暗号化 ・鍵付き
カバン等による運搬・受渡し時の管理
簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管 ・個
人情報の返却及び消去・事故等への対
応体制及び手順の整備 ・事故発生時
等の協議

・職員番号
・所属
・氏名 等

 

・職員番号
・所属
・氏名 等

 

・氏名
・性別
・年齢 等

 

・特定相手以外の通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォー
ル
の設置、サーバの要塞化、侵入検
知、セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

【委託先ＰＣ】

区職員

※赤枠及び赤字の部分が今回の付議事項
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令和７年度新宿区防犯機器等購入緊急補助事業に係るシステムの構築等について（№２６） 

 

 

 

事業名 令和 7年度防犯機器等購入緊急補助事業 

担当課 危機管理課 

区 分 電算処理、外部結合、業務委託 

目 的 

住宅における犯罪を未然に防止するため、防犯機器等を購入及び設置工

事（以下「購入等」という。）をした区民に対し、その費用の一部を補助を

行い、区民の防犯意識の高揚と安全で安心な暮らしの実現に寄与すること

を目的とする。 

対象者 
防犯機器等の購入等をした住宅（新宿区の区域内に存するものに限る。）

に居住している区民 

事業内容 

 

１ 概要 

昨今、いわゆる「闇バイト」が関係すると思われる強盗・侵入窃盗事件

等が発生し、区民の体感治安が悪化している。 

このような状況の中、住宅における犯罪を未然に防止するため、防犯機

器等の購入等をした区民に対し、その費用の一部を補助を行い、区民の防

犯意識の高揚と安全で安心な暮らしの実現に寄与するための新宿区防犯

機器等購入緊急補助事業を実施するものである。 

ついては、新宿区内に住民登録のある区民が、その居住する住居に実施

する防犯対策として、対象となる防犯対策用品の購入等をした場合に、そ

の費用の総額の２分の１（補助金の上限額は２万円とし、申請は１世帯に

つき１回限りとする。千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て

る）を補助する。 

 

２ 電算処理、外部結合、業務委託の付議内容 

（１）電算処理 

補助対象者を正確かつ迅速に把握し、円滑な支給事務に資するととも

に、補助対象者からの問い合わせに対応するため、進捗状況を一元的に

管理するための補助管理システムを構築する。 

（２）外部結合 

委託事業者の構築する補助管理システムとのデータの連携を行う。 

（３）業務委託 

申請書類の受理（LoGoフォームへの電子申請内容の確認を含む）、補

助管理システムの構築及び入力、交付決定通知書等の印刷、発送及びコ

ールセンター業務について、迅速かつ安全に行う必要があるため、専門

的な知識等を有し、豊富なノウハウを備えた業者に委託する。 

 

３ 対象者 

  ７，０００人 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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【防犯機器等購入緊急補助事業の個人情報の流れ】

委託事業者

補助管理
システム

③提出された申請書の
内容を確認し、補助実績台帳
に入力することで、区の専用
端末と連携
（申請の受付状況の進捗管
理）

⑥申請書情報等の
確認・決定

⑧交付・不交付決定通知書
の作成・印刷（圧着はがき）

イントラパソコン

補助管理
システム用
専用端末

区民

①防犯対策用品の
購入・設置

新宿区

②申請書の送付（郵送）

②‘LoGoフォーム
での申請

LoGo
フォーム

【インターネット回線】

④申請書の送付
（紙・手渡し）

⑩補助金の振込

（随時）
制度・申請方法の案内等

防犯カメラ

カメラ付き
インターホン

センサーライト ・制度・申請方法の案内
・申請書類の作成補助
・その他相談対応

コールセンターの開設

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づ
く業務の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の
整備
・事故発生時等の協議

※区の補助管理システ
ム用専用端末は、委託
事業者から貸与されて
おり、データは連携し
ている。

⑤補助管理
システム用
専用端末へ
連携された
申請書情報
をイントラ
パソコンへ
保存（ＵＳ
Ｂメモリ）

⑦交付・不
交付決定
データを補
助管理シス
テム用専用
端末へ保存
（ＵＳＢメ
モリ）

⑨交付・不交付決定
通知書の送付

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイア
ウォール の設置、サーバの要塞化、
侵入検知、セキュリティパッチの適
用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイア
ウォール の設置、サーバの要塞化、
侵入検知、セキュリティパッチの適
用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

【専用回線】

【インターネット回線】
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児童手当制度事業に係る支払通知書等への印字及び封入封緘業務の委託について（№２７） 

 

 

 

事業名 
児童手当制度事業に係る支払通知書等への印字及び封入封緘業務の委託

について 

担当課 児童育成担当課 

区 分 業務委託 

目 的 
「現況のお知らせ」宛名シール及び「支払通知書」への印字及び封入封緘

業務を委託することで業務の継続及び効率化を図る。 

対象者 児童手当制度に係る受給者及びその子ども 

事業内容 

 

１ 概要 

  18 歳に達する日以後の最初の 3 月 31 日までの子どもを養育している

者に対し、家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会

を担う児童の健やかな成長に資することを目的として、児童手当を支給

している。 

  従来は庁内の高速プリンタにより児童手当の「現況のお知らせ」宛名

シール、「支払通知書」への印字を行っていたが、令和 7年にホストコン

ピュータが廃止となり、今後は外部業者に委託し印字を行うこととなる。

そのため、印字及び封入封緘を一括して外部業務の委託を行う。 

 

２ 業務委託の付議内容 

  区が宛名シール等への印字を行っていたが、委託先業者で印字を行う。       

 

３ 対象者 

  対象者 約 25,000件（児童数 62,000人） 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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児童手当制度事業に係る支払通知書等への印字及び封入封緘業務に係る個人情報の流れについて

・受給者住所
・受給者氏名
・認定番号 等

・鍵付きカバン等
による運搬

・受渡し時の管理
簿への記載

新宿区 委託先

②印字データ（CD-R・DVD-R
等・手渡し）の提供

③宛名シール等の印字

④印字した宛名シールを封筒に貼付し、
「現況のお知らせ」及び「支払い通知
書」を封入封緘

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイウォー
ルの設置、サーバの要塞化、侵入検
知、セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

①対象者データを抽出及
び小型システムで加工

※ 小型システムでの加工
   は支払い通知書のみ

⑥印字データ（CD-R・
DVD-R等・手渡し）の返却

・鍵付きカバン等
による運搬
・受渡し時の管理
簿への記載

ｚ

児童手当受給者一覧

⑤委託先が郵便局へ搬
入し、区民あてに発送

区民

ｚ

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務の履行
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイウォー
ルの設置、サーバの要塞化、侵入検
知、セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境
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建築確認台帳の基礎データ整備に係る業務の委託について（№２８） 

 

 

 

事業名 建築確認台帳の基礎データ整備の委託 

担当課 建築指導課 

区 分 業務委託 

目 的 
建築確認台帳の紙台帳と電子データの情報を一致させ、将来にわたり建

築行政の基礎資料として活用する。 

対象者 建築主・築造主 

事業内容 

 

１ 概要 

区では、建築確認申請受付簿（H13年度以降は建築計画等概要書）の情

報を電子データ化した建築確認台帳の情報を基に「台帳記載事項証明」

（以下「証明書」という。）を行政証明として発行している。 

この電子データは、職員が紙台帳である建築確認申請受付簿等を手入

力で作成しており、電子データと紙台帳との不一致が判明するたびに、職

員が電子データを修正しているため、証明書発行に手間と時間を要して

いる。 

また、国土交通省が目指している建築行政におけるデジタル化（建築確

認申請のオンライン化など）にあたっては、各地方自治体の建築確認台帳

との連携が見込まれており、区においても正確な建築確認台帳を整備する

必要がある。 

そのため、証明書発行に係る円滑な業務の推進及び建築行政におけるデ

ジタル化に向け、区の電子データと紙台帳情報の照合作業を委託すること

で、正確な電子データの整備を図る。 

 

２ 業務委託の付議内容 

（１）紙台帳である建築確認申請受付簿（Ｓ30.4～Ｈ13.3）のスキャンデ

ータ化作業を委託する。 

（２）紙台帳である建築確認申請受付簿（Ｓ30.4～Ｈ13.3）及び建築計画

等概要書（H13.4～R7.3）と電子データが合致しているかの照合作業を

委託する。 

       

３ 対象者 

  対象者：約 90,000物件（S30.4～R7.3）分の建築主・築造主 

  照合物：建築確認申請受付簿 49冊（S30.4～H13.3） 

      建築計画等概要書ファイル綴り 107冊（H13.4～R7.3） 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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建築確認台帳の基礎データ整備の委託に係る個人情報の流れ

新宿区

区イントラPC

情報項目は、
別紙のとおり

③建築確認申請受付簿（紙）、
建築計画等概要書（紙）及び
建築台帳データの送付（手渡し）

委託事業者

建築台帳データ

①建築確認申請受付簿（紙）
及び建築計画等概要書（紙）
の管理

スキャン端末

④建築確認申請受付簿
のみスキャン

委託先PC

⑤建築確認申請受付簿（スキャ
ン）と建築計画等概要書（紙）
を建築台帳データ照合

②建築台帳データの抽出

⑧スキャンした建築確認
申請受付簿及び照合済み
の建築台帳データの整理

⑨スキャンした建築確認申請受付簿及び
照合済みの建築台帳データの送付（手渡し）

⑥建築確認申請受付簿（紙）、
建築計画等概要書（紙）及び
建築台帳データの返却（手渡し）⑦建築確認申請受付簿、

建築計画等概要書及び
建築台帳データの収受

⑩スキャンした建築確認
申請受付簿及び照合済み
の建築台帳データの収受

建築台帳データ

情報項目は、
別紙のとおり

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基
づく業務の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順
の整備
・事故発生時等の協議

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・鍵付きカバン等
による運搬

・受渡し時の管理
簿への記載

・鍵付きカバン等
による運搬
・受渡し時の管理
簿への記載

・鍵付きカバン等
による運搬

・受渡し時の管理
簿への記載

※建築台帳データは、
①の紙媒体を職員が
手入力で作成してい
たもの
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（別紙） 

1 

 

≪建築確認台帳の基礎データ整備に係る情報項目一覧≫ 

 

《委託先に提供する情報》 

１ 建築確認申請受付簿（S30.4～H12） 

２ 建築計画概要書・築造計画概要書（H13～R6） 

３ 建築台帳データ（電子データ） 

 

《委託先に提供する項目》 

１ 建築確認申請受付簿の建築主・築造主に係る情報 

 受付年月日、受付番号、建築主（築造主）氏名、建築主（築造主）住所、敷地地名地番、用

途、工事種別、構造、規模、敷地面積、建築面積、延べ面積、既存との計、処理経過、合議、

摘要、確認年月日、確認番号、受領印、工事完了届出日、完了検査日、検査済証発行年月

日、検査済証番号 

 

２ 建築計画等概要書の建築主・築造主に係る情報 

■建築物 

 建築主の氏名のフリガナ・氏名・郵便番号・住所、代理者の資格・氏名・建築士事務所名・郵

便番号・所在地・電話番号、設計者の資格・氏名・建築士事務所名・郵便番号・所在地・電話

番号・作成又は確認した設計図書、建築設備の設計に関し意見を聴いた者の氏名・勤務先・

郵便番号・所在地・電話番号・登録番号・意見を聴いた設計図書、工事監理者の資格・氏名・

建築士事務所名・郵便番号・所在地・電話番号・工事と照合する設計図書、工事施工者の氏

名・営業所名・郵便番号・所在地・電話番号、備考、地名地番、住居表示、都市計画区域及

び準都市計画区域の内外の別等、防火地域、その他の区域、地域、地区又は街区、道路、

敷地面積、主要用途、工事種別、建築面積、延べ面積、建築物の数、建築物の高さ等、許

可・認定等、工事着手予定年月日、工事完了予定年月日、特定工程工事終了予定年月日、

建築基準法第 12条第 1項の規定による調査の要否、建築基準法第 12条第 3項の規定によ

る検査を要する防火設備の有無、その他必要な事項、付近見取図、配置図、建築確認に係る

確認済証交付者・確認済証番号・交付年月日、計画変更の確認に係る確認済証交付者・確

認済証番号・交付年月日、構造計算適合性判定に係る判定結果通知書交付者・判定結果通

知書交付番号、中間検査に係る特定工程・検査日・中間検査合格証交付者・中間検査合格

証番号・交付年月日、完了検査に係る検査日・完了済証交付者・検査済証番号・交付年月日、

その他の処分、定期報告等報告年月日、備考 
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別紙 

2 

 

■工作物 

 築造主の氏名のフリガナ・氏名・郵便番号・住所、代理者の資格・氏名・建築士事務所名・郵

便番号・所在地・電話番号、設計者の資格・氏名・建築士事務所名・郵便番号・所在地・電話

番号・作成した設計図書、工事施工者の氏名・営業所名・郵便番号・所在地・電話番号、敷地

の位置に係る地名地番・住居表示・用途地域・その他の区域又は地区、工作物の概要に係る

用途・高さ・工事種別・築造面積・工作物の数・その他必要な事項、工事着手予定年月日、工

事完了予定年月日、特定工程工事終了予定年月日、許可等、備考、付近見取図、配置図、

建築確認に係る確認済証交付者・確認済証番号・交付年月日、計画変更の確認に係る確認

済証交付者・確認済証番号・交付年月日、構造計算適合性判定に係る判定結果通知書交付

者・判定結果通知書交付番号、 

中間検査に係る特定工程・検査日・中間検査合格証交付者・中間検査合格証番号・交付年

月日、完了検査に係る検査日・完了済証交付者・検査済証番号・交付年月日、その他の処分、

定期報告等報告年月日、備考 

 

３ 建築台帳データの建築主・築造主に係る情報 

■建築物 

建築確認番号、敷地地名地番、建築主の住所、建築主の氏名、工事種別、構造、敷地面

積、建築面積、延べ面積、階数、建築物主要用途、確認済証発行年月日、確認済証発行番

号、検査済証発行年月日、検査済証発行番号、備考 

 

■工作物 

工作物確認番号、敷地地名地番、築造主の住所、築造主の氏名、工事種別、 構造、工作

物用途、確認済証発行年月日、確認済証発行番号、検査済証発行年月日、検査済証発行

番号、備考 
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児童・生徒の健全育成に関する警察と新宿区立学校との相互連絡制度の協定に基づく外部

提供について（№２９） 

 

 

 

事業名 
児童・生徒の健全育成に関する警察と新宿区立学校との相互連絡制度の

協定に基づく外部提供について 

担当課 教育指導課 

区 分 外部提供 

目 的 
学校と警察がより緊密な連携を行うことによる、児童・生徒の非行及び

犯罪の未然に防止、健全育成の効果的な推進 

対象者 警視庁、新宿区教育委員会 

事業内容 

 

１ 概要 

 ・警視庁と新宿区教育委員会との間で締結された「児童・生徒の健全育成

に関する警察と新宿区立学校との相互連絡制度の協定書」により、当

該協定に基づく連携を実施してきた。連絡にあたっては、取り扱う個

人情報を適正に管理し、個人情報保護を図るため、必要な事項を定め、

学校から警察への外部提供事案等について記録を作成している。 

 ・新宿区立小学校、中学校及び養護学校における、学校から警察への連絡

事案は外部提供にあたることから、今後は、警察に提供した外部提供

事案等について、年度当初から年度末までの内容を、翌年度の４月に

管理運営会議で報告していくことにする。 

 

２ 外部提供の付議内容 

  児童・生徒の健全育成に関する警察と新宿区立学校との相互連絡制度

の協定に基づく外部提供 

 

３ 対象者数 

   １０件（令和６年４月１日から令和７年３月３１日） 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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１　　外部提供について（10件）

No. 外部提供を行った理由
外部提供を行った

個人の範囲
外部提供に係る

保有個人情報の項目
外部提供を
行った方法

外部提供の時期
外部提供を
受けたもの
の名称

1

（２）学校から警察への連絡事案
①エ　児童・生徒が犯罪に巻き込まれた
り、被害者となったりすることを防ぐため
に警察に協力が必要になった場合

対象事案にかかわる対象児童・生徒
（１人）

対象事案に係る児童・生徒
の氏名、性別、年齢、学年、
事案の概要

電話 令和6年6月5日 牛込警察署

2

（２）学校から警察への連絡事案
①オ　その他、校長が警察へ連絡するこ
とが特に必要と判断する問題行動の事
案
（対児童暴力）

対象事案にかかわる対象児童・生徒
（１人）

対象事案に係る児童・生徒
の氏名、性別、年齢、学年、
事案の概要

電話 令和6年7月18日
戸塚警察署
少年係

3

（２）学校から警察への連絡事案
①エ　児童・生徒が犯罪に巻き込まれた
り、被害者となったりすることを防ぐため
に警察に協力が必要になった場合

対象事案にかかわる対象児童・生徒
（１人）

対象事案に係る児童・生徒
の氏名、性別、年齢、学年、
事案の概要

電話 令和6年9月25日 牛込警察署

4

（２）学校から警察への連絡事案
①オ　その他、校長が警察へ連絡するこ
とが特に必要と判断する問題行動の事
案
（問題行動）

対象事案にかかわる対象児童・生徒
（１人）

対象事案に係る児童・生徒
の氏名、性別、年齢、学年、
事案の概要

面接 令和6年10月17日
戸塚警察署
少年係

5

（２）学校から警察への連絡事案
①ア　学校内だけでは解決が難しく、警
察の対応が必要な問題行動
（問題行動）

対象事案にかかわる対象児童・生徒
（１人）

対象事案に係る児童・生徒の
氏名、性別、年齢、事案の概要

面接 令和6年10月28日
戸塚警察署
少年係

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

令和６年度 児童・生徒の健全育成に関する警察と新宿区立学校との相互連絡制度の協定に基づく外部提供について
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No. 外部提供を行った理由
外部提供を行った

個人の範囲
外部提供に係る

保有個人情報の項目
外部提供を
行った方法

外部提供の時期
外部提供を
受けたもの
の名称

6

（２）学校から警察への連絡事案
①オ　その他、校長が警察へ連絡するこ
とが特に必要と判断する問題行動の事
案
（問題行動）

対象事案にかかわる対象児童・生徒
（１人）

対象事案に係る児童・生徒の
氏名、性別、住所、電話番号、
年齢、事案の概要

電話 令和6年12月25日
新宿警察署
少年第一係

7

（２）学校から警察への連絡事案
①ア　学校内だけでは解決が難しく、警
察の対応が必要な問題行動
（近隣トラブル）

対象事案にかかわる対象児童・生徒
（１人）

対象事案に係る児童・生徒の
氏名、性別、住所、電話番号、
年齢、事案の概要

面接 令和7年2月6日
新宿警察署
少年係

8

（２）学校から警察への連絡事案
①ア　学校内だけでは解決が難しく、警
察の対応が必要な問題行動
（問題行動）

対象事案にかかわる対象児童・生徒
（１人）

対象事案に係る児童・生徒の
氏名、性別、年齢、事案の概要

電話 令和7年2月12日
戸塚警察署
少年係

9

（２）学校から警察への連絡事案
①ア　学校内だけでは解決が難しく、警
察の対応が必要な問題行動
（問題行動）

対象事案にかかわる対象児童・生徒
（１人）

対象事案に係る児童・生徒の
氏名、性別、年齢、事案の概要

電話 令和7年2月12日
戸塚警察署
少年係

10

（２）学校から警察への連絡事案
①エ　児童・生徒が犯罪に巻き込まれた
り、被害者となったりすることを防ぐため
に警察に協力が必要になった場合

対象事案にかかわる対象児童・生徒
（１人）

対象事案に係る児童・生徒の
氏名、性別、年齢、事案の概要

電話 令和7年3月21日
新宿警察署
刑事課
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ＬｏＧｏフォームの利用に係る外部結合について（手続の追加）（№３０） 

 

 

 

事業名 行政手続のオンライン化等の推進 

担当課 区政情報課、情報戦略課、総務課、学校運営課、選挙管理委員会事務局 

区 分 外部結合 

目 的 区職員への調査のオンライン化を推進し、利便性の向上を図る。 

対象者 区職員（会計年度任用職員は除く） 

事業内容 

 

１ 概要 

 区では、平成１６年度から東京都及び都内区市町村で構成される東京

電子自治体共同運営協議会が提供する「東京共同電子申請・届出サービ

ス」を活用して、子どもや健康、防災、景観などに関する申請やイベント

の申込みなどの手続をオンラインで受け付けてきた。 

今後、「東京共同電子申請・届出サービス」が令和６年度末で廃止され、

よりサービス利用者にとって申請がしやすく、職員にとっても申請フォ

ームを作成しやすい新たな電子申請サービス（ＬｏＧｏフォーム）（以

下、「ＬｏＧｏフォーム」という。）が、東京都及び都内区市町村で共同

調達・導入されることとなった。（令和６年度第１回個人情報保護管理運

営会議承認済） 

  ついては、区の電子申請による行政手続の導入促進等の観点から、下 

記３点にかかる電子申請のみ付議することとする。 

①単年度手続者が１，０００人を超えることが想定される場合 

②オンライン決済機能を活用する場合 

③マイナンバーカードを活用した電子認証機能を活用する場合 

 

２ 外部結合の付議内容 

    新たな手続をＬｏＧｏフォームに追加することで、さらなる区職員の 

利便性の向上を図ることとするため、東京都及び都内区市町村で共同調 

達・導入するＬｏＧｏフォームに外部結合を行う。 

  なお、当該手続は、上記①単年度手続者が１，０００人を超える場合、 

及び③マイナンバーカードを活用した電子認証機能を行うため付議を行 

う。 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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⑤本人の同意に基づき
手数料等の支払い

（※２）

電子申請サービスに係る個人情報の流れ（住民等から区への申請）

区イントラネットパソコン
（LGWAN端末）

パソコン、
スマートフォン等

申請者

①専用サイトからの申請
（※１、※２）

【LGWAN回線】

③申請情報等の確認・
申請受付処理

新宿区

他自治体

他自治体は
区の情報に
アクセスできない

⑥申請情報等の
ダウンロード

⑧申請された書類を郵送（個別で確認が必要な場合は、電話等で連絡する。）

②申請到達メールの通知

④申請受付完了
メール等の通知

申請情報

⑦申請への対応及び
対応記録の管理

・特定相手以外の通信不可 ・ネットワーク機器等制御による通信限定
・通信内容の暗号化 ・ウィルス対策
・ＩＤ／パスワード等認証 ・最新のパターンファイルの適用
・ファイルのパスワード設定 ・アクセス制御
・アクセスログ取得、分析 ・システムネットワーク状態等の監視
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理 ・国内法が適用されるサーバ環境
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設置、
サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティパッチの適用等）

通信暗号化

決済情報

電子認証オプション
※必要な手続きのみ

マイナンバーカードを用
いた電子認証

電子決済オプション
※必要な手続きのみ

・クレジットカード決済
 ・PayPay決済

電子申請サービス（ＬｏＧｏフォーム）

申請内容の確認申請

【申請者側機能】 【自治体側機能】

申請受付申請状況照会

申請取り下げ／再申請

申請者情報のダウンロード

申請差し戻し(補正依頼)

申請情報 決済情報

API連携（※１） API連携（※２）
※電子決済オプション利用の場合

決済金額の納付

【インターネット回線】

株式会社トラストバンク

プライバシーマーク/ISMSクラウドセキュリティ認証取得済

・特定相手以外の通信不可 ・ネットワーク機器等制御による通信限定
・通信内容の暗号化 ・ウィルス対策
・ＩＤ／パスワード等認証 ・最新のパターンファイルの適用
・ファイルのパスワード設定 ・アクセス制御
・アクセスログ取得、分析 ・システムネットワーク状態等の監視
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理 ・国内法が適用されるサーバ環境
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設置、
サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティパッチの適用等）

・個人情報保護法等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・個人情報の消去、消去報告書の提出
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の対応協議

※１ 「電子認証オプション」を活用した電子認証は、申請と併せ➀の段階で行う。
※２ 「電子決済オプション」を活用したオンライン決済は、④申請受付完了メール等の通知で決済金額を請求し、⑤の段階で行うほか、申請と併せ➀の段階で行うこともできる。

69



 

【追加手続及び情報項目】 

No 担当課 手続名（登録業務名） 取扱う個人情報項目 付議内容 

１ 総務課  新宿区物価高騰対策臨

時給付金（令和６年度

低所得世帯支援）給付

事業 

氏名、電話番号、メールアドレス、振込口座情報（口座

関係書類の添付） 

約 2,000件 

２ 総務課  新宿区定額減税補足給

付金（不足額給付）給

付事業 

氏名、電話番号、メールアドレス、振込口座情報（口座

関係書類の添付） 

約 1,000件 

３ 学校運営課 施設等利用費及び私立

幼稚園等入園料・保育

料補助金交付申請 

氏名、フリガナ、現住所、電話番号、生年月日、メール

アドレス、補助金の振込口座、子どもの氏名、子どもの

フリガナ、子どもの生年月日、子どもの在籍園、子ども

の在籍クラス、子どもの入園日、子どもの在籍状況、子

どもが利用した認可外保育施設等、世帯員氏名、世帯

員フリガナ、世帯員生年月日、世帯員続柄 

約 1,000件 

４ 選挙管理委員会事務局 不在者投票の申請（選

挙） 

郵便番号、住所、氏名、生年月日、電話番号、メールア

ドレス、不在者投票一式送付先郵便番号、不在者投票

一式送付先住所 

マイナンバーカードを活用し

た電子認証機能 
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新宿区定額減税補足給付金（不足額給付）給付事業に係るシステム改修等について（対象

要件の変更等）（№３１） 

 

 

事業名 新宿区定額減税補足給付金（不足額給付）給付事業 

担当課 総務課 

区 分 電算処理、外部結合、業務委託 

目 的 

令和５年１１月２日に閣議決定された「デフレ完全脱却のための総合経

済対策」に基づく、令和６年度税制改正における定額減税に先立ち実施さ

れた当初調整給付の支給額に不足が生じる場合等に、追加で給付を行うこ

とを目的とする。 

対象者 

令和７年度住民税が賦課される者で、以下に該当する者を対象とする。 

※事務処理基準日（給付額算定等の基準日）は令和７年６月２日 

１ 不足差額が生じた者 

 当初調整給付の算定に際し、令和５年所得等を基にした推計額（令和６

年分推計所得税額）を用いて算定したことなどにより、令和６年分所得税

及び定額減税の実績額等が確定したのちに、本来給付すべき所要額と当

初調整給付額との間で不足差額が生じた者 

ただし、納税義務者本人の合計所得金額が１,８０５万円以下の者が対象 

２ 以下の要件を全て満たし、申請を行った者 

⑴ 定額減税の対象外（令和６年分所得税額及び令和６年度分住民税所

得割額が０円）であること 

⑵ 税制度上の扶養親族対象外（青色事業専従者・事業専従者（白色）、

合計所得金額４８万円超えの者）であること 

⑶ 低所得世帯向け給付（令和５年非課税給付等、令和６年非課税化給付

等）対象世帯の世帯主、世帯員に該当していないこと 

 

事業内容 

 

１ 概要 

 令和５年１１月２日に閣議決定された「デフレ完全脱却のための総合

経済対策」に基づく、令和６年度税制改正における定額減税に先立ち実施

された当初調整給付の支給額に不足が生じる場合等に、以下のとおり、個

人に対し以下の現金を給付する。 

 

⑴不足分給付  対象者１不足額が生じた者の算定金額 

（１０，０００円未満は切り上げ） 

 ⑵申請による給付 定額４０，０００円 

 （令和６年１月１日時点で国外居住者であった場合には３０，０００円） 
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新宿区定額減税補足給付金（不足額給付）給付事業に係るシステム改修等について（対象

要件の変更等）（№３１） 

 

 

 

２ 電算処理、外部結合、業務委託の付議内容 

（１）電算処理 

   支給対象者データの作成、支給状況確認プログラムの作成を行う。 

（２）外部結合 

   委託事業者の構築する給付管理システムへの入力処理(外部結合)を 

行う。 

（３）業務委託 

     確認書・案内書の作成、発送、受領及びコールセンター等の業務委託

を行う。 

（４）再委託 

①支給対象者データ及び支給状況確認プログラムの作成業務を行う。 

②確認書の印刷及び封入封緘業務を行う。 

 

３ 対象者 

⑴ 不足分給付    約２１，０００人 

⑵ 申請者分     約５，５００人 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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委託事業者
（株式会社広済堂ネクスト）

（随時）
問合せ・対応

区
民

給付管理
システム

情報提供
ネットワーク
システム

住民基本台帳
ネットワーク
システム

コールセンター
・窓口

【新宿区定額減税補足給付金（不足額給付）給付事業の個人情報の流れ（プッシュ型） 】

【LGWAN回線】

【専用回線】

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）

・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

③支給対象者を再委
託事業者のＰＣで抽出

⑧支給対象者
データ等を基に
振込通知を作成

⑨振込通知
の送付

地方公共団体情報
システム機構

【専用回線】

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

⑤公金受取口座等
の照会及び回答

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

給付管理システム専用端末

からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

データベース

住基システム（戸籍住民課）
税務システム（税務課）

新宿区

①対象者抽出の
元となるデータの
作成

イントラパソコン

②データの引渡し
（USBメモリ）

・受渡し時の
管理簿への記載

④支給対象者
データを給付管理
システム用専用
端末へ保存
（ＵＳＢメモリ）

⑥照会した公金
受取口座情報等
を区職員が給付
管理システム用
専用端末へ保存
（ＵＳＢメモリ）

※区の給付管理システム用専用端末は、
委託事業者から貸与されており、データは連携している。

⑦支給状況確認プログラムで支
給不支給判定を実施

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォー
ル
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）

・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

再委託
事業者１

※区職員が作業前の工程確認、作
業中の工程監視及び作業後の個人
情報の消去確認
※再委託事業者のＰＣは、業務完了
までスタンドアローン
※作業完了後は、個人情報を専用の
ソフトを使い、復旧不能な状態で消去

不足額給付
算定ツール（国） 支給対象者データ

（別紙１）
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委託事業者
（株式会社広済堂ネクスト）

（随時）
問合せ・対応

地方公共団体情報
システム機構

情報提供
ネットワーク
システム

住民基本台帳
ネットワーク
システム

⑤公金受取口座等
の照会及び回答

コール
センター
・窓口

【新宿区定額減税補足給付金（不足額給付）給付事業の個人情報の流れ（申請型） 】

【LGWAN回線】

【専用回線】

⑦支給対象者データ等
を確認

⑨確認書の印刷
・封入封緘

・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載

⑫’ LoGoフォーム

での申請

⑬確認書とLoGoフォームの

申請内容を確認（審査）及
び支給予定データの作成

⑭判定プログラムで支給不支給
判定を実施

⑯通知の送付

⑪確認書の送付

ｚ
⑫確認書の返送

※区の給付管理システム用専用端末は、
委託事業者から貸与されており、データは連携している。

【専用回線】

区民

給付管理
システム

再委託
事業者２

⑧支給対象者
データを送付
（ＤＶＤ等・手渡し）

⑩封入封緘した

確認書を納品及び
データの返却（ＤＶＤ等、
紙・手渡し）

ｚ

ｚ

⑮対象外
通知を印刷

LoGoフォーム

【インターネット回線】

※システム等の個人情報保護対策（黄色吹き出し）
については、別紙１と同様とする。

③支給対象者を再委託
事業者のＰＣで抽出

給付管理システム用専用端末

データベース

住基システム（戸籍住民課）
税務システム（税務課）

①対象者抽出の
元となるデータの
作成

イントラパソコン

②データの引渡し
（USBメモリ）

・受渡し時の
管理簿への記載

④支給対象者
データを給付管理
システム用専用端末へ保存
（ＵＳＢメモリ）

⑥照会した公金
受取口座情報等
を区職員が給付
管理システム用
専用端末へ保存
（ＵＳＢメモリ）

再委託
事業者１

新宿区

※区職員が作業前の工程確認、作業
中の工程監視及び作業後の個人情報
の消去確認
※再委託事業者のＰＣは、業務完了ま
でスタンドアローン
※作業完了後は、個人情報を専用の
ソフトを使い、復旧不能な状態で消去

不足額給付
算定ツール（国） 支給対象者データ

【インターネット回線】

（別紙２）

74



銀行スマホ決済（モバイルレジ等）を活用した特別区民税・都民税・森林環境税等のイン

ターネットバンキング納付の導入に伴う収納サービス提供事業者との外部結合等について

（納付方法の追加）（№３２） 

 

 

 

事業名 
銀行スマホ決済を活用した特別区民税・都民税・森林環境税及び軽自動

車税のインターネットバンキング納付の導入について 

担当課 税務課 

区 分 外部結合、業務委託 

目 的 

特別区民税・都民税・森林環境税（普通徴収）及び軽自動車税（以下「特

別区民税・都民税・森林環境税等」という。）の納付について、新たな決済

手段である銀行スマホ決済を活用したインターネットバンキング納付を導

入することにより、区民の納付機会の拡充と利便性の向上を図る。 

対象者 特別区民税・都民税・森林環境税等の納付義務者 

事業内容 

 

１ 概要 

現在、区では、特別区民税・都民税・森林環境税等の納付について、税

務課、特別出張所、金融機関、口座振替、コンビニエンスストアでの納付

のほか、『モバイルレジを活用したインターネットバンキング納付』、『モ

バイルレジを活用したクレジット納付』及び『電子マネー納付』など、さ

まざまなキャッシュレス決済にも対応している。 

令和７年６月からは、ＰａｙＢ、楽天銀行を活用したインターネットバ

ンキング納付を新たに追加（※）することにより、区民の利便性の向上及

び業務の効率化を図る。 

 ※インターネットバンキング納付は、既存の「モバイルレジ」を活用した 

インターネットバンキング納付と今回追加される「ＰａｙＢ、楽天銀行」 

を加えて「銀行スマホ決済」という。 

 

２ 外部結合、業務委託の付議内容 

（１）外部結合 

銀行スマホ決済で納付されたデータについて、収納サービス提供事 

業者が有する収納センターのサーバと区のイントラパソコンが結合す 

るため。 

（２）業務委託 

     納付された収納データの作成、納付サービス提供事業者や区への収

納データ送信及び収納センターのサーバ管理業務を委託するため。 

 

３ 対象者 

約 240,000件 （普通徴収当初課税件数） 

 約 25,000件  （軽自動車税（種別割）当初課税件数） 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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収納センター

納付義務者

①納付義務者が、銀行スマホ
決済アプリ（モバイルレジアプリ・
PayBアプリ、楽天銀行アプリ）
をダウンロードする。

③支払内容の確認し、インター
ネットバンキングによる支払いを
行う。

納付書

収納サービス提供事業者

株式会社ＮＴＴデータ

サーバ
(事業者直轄管理)

【インターネット回線】

・通信暗号化
・即時送信

④支払い手続きを完了すると、
自動的に収納データが送信さ
れる。

新宿区

⑧収納データ
を区に送信する。

【LGWAN回線】

・通信暗号化
・速報及び確報
当日送信

⑦収納データの集約
及び作成を行う。

税務課

イントラ端末 税務システム

⑨収納データをイントラ端末で
受信し、税務システムへ登録する。

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

三者契約

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設
置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティ
パッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設
置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティ
パッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

⑤収納データを作成する。

収納センター

サーバ
(事業者直轄管理)

情報項目は、
別紙のとおり

⑥収納データ
を送信する。

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設
置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティ
パッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

【専用回線】

・通信暗号化
・速報及び確報
当日送信

銀行スマホ決済を活用したインターネットバンキング納付に係る個人情報の流れ

②銀行スマホ決済アプリ
（モバイルレジアプリ・PayB
アプリ、楽天銀行アプリ）を
起動後、納付書のバーコー
ドをカメラ機能で読み取る。

銀行スマホ決済事業者

・株式会社NTTデータ

・ビリングシステム株式会社

・楽天銀行株式会社

※モバイルレジについては、平成３０年度第８回情報公開・個人情報保護審議会にて承認済み。
※青字の部分が、今回の追加内容。

情報項目は、
別紙のとおり
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（別紙） 

1 

銀行スマホ決済による特別区民税・都民税・森林環境税及び軽自動車税の収納情報データ項目 

特別区民税・都民税・森林環境税及び軽自動車税の収納業務に係る項目 
レコード区分、ファイル作成日、代行会社コード、収納機関コード、利用区分、データ識別コード、 

収納日付、収納時間、バーコード情報（国コード、区自由使用欄（処理区分、課税年度、相当年度、 

通知書番号、期別、延滞金）再発行区分、支払い期限日、印紙フラグ、支払い金額）、収納店舗コード、

支払い予定日、経理処理日、小売業企業コード、速報件数合計、速報金額合計、確報件数合計、 

確報金額合計、速報取消件数合計、速報取消金額合計、レコード総件数 

 

（注）既に導入済のモバイルレジによる納付データと、項目・連携内容は同様 
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銀行スマホ決済（モバイルレジ等）を活用した介護保険料のインターネットバンキング納

付の導入に伴う収納サービス提供事業者との外部結合等について（納付方法の追加）（№３

３） 

 

 

 

事業名 
銀行スマホ決済を活用した介護保険料のインターネットバンキング納付

の導入について 

担当課 介護保険課 

区 分 外部結合、業務委託 

目 的 

介護保険料の納付について、新たな決済手段である銀行スマホ決済を活

用したインターネットバンキング納付を導入することにより、区民の納付

機会の拡充と利便性の向上を図る。 

対象者 介護保険料の納付義務者 

事業内容 

 

１ 概要 

現在、区では、介護保険料（普通徴収分）の納付について、介護保険課、

特別出張所、金融機関、口座振替、コンビニエンスストアでの納付のほ

か、『モバイルレジを活用したインターネットバンキング納付』、『モバ

イルレジを活用したクレジット納付』及び『電子マネー納付』など、さま

ざまなキャッシュレス決済にも対応している。 

令和７年７月からは、ＰａｙＢ、楽天銀行を活用したインターネットバ

ンキング納付を新たに追加（※）することにより、区民の利便性の向上及

び業務の効率化を図る。 

※インターネットバンキング納付は、既存の「モバイルレジ」を活用した

インターネットバンキング納付と今回追加される「ＰａｙＢ、楽天銀行」

を加えて「銀行スマホ決済」という。 

 

２ 外部結合、業務委託の付議内容 

（１）外部結合 

銀行スマホ決済で納付されたデータについて、収納サービス提供事 

業者が有する収納センターのサーバと区のイントラパソコンが結合す 

るため。 

（２）業務委託 

     納付された収納データの作成、収納サービス提供事業者や区への収

納データ送信及び収納センターのサーバ管理業務を委託するため。 

 

３ 対象者 

約３４０件 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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収納センター

納付義務者

③支払内容の確認し、インター
ネットバンキングによる支払いを
行う。

納付書

サーバ
(事業者直轄管理)

【インターネット回線】

・通信暗号化
・即時送信

④支払い手続きを完了すると、
自動的に収納データが送信さ
れる。

新宿区

⑧収納データ
を区に送信する。

【LGWAN回線】

・通信暗号化
・速報及び確報
当日送信

⑦収納データの集約
及び作成を行う。

介護保険課

イントラ端末 介護保険
システム

⑨収納データをイントラ端末で
受信し、介護保険システムへ登
録する。

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

三者契約

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設
置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティ
パッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設
置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティ
パッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

⑤収納データを作成する。

収納センター

サーバ
(事業者直轄管理)

情報項目は、
別紙のとおり

⑥収納データ
を送信する。

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設
置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティ
パッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

【専用回線】

・通信暗号化
・速報及び確報
当日送信

銀行スマホ決済を活用したインターネットバンキング納付に係る個人情報の流れ
※モバイルレジについては、令和２年度第４回情報公開・個人情報保護審議会にて承認済み。
※青字の部分が、今回の追加内容。

②銀行スマホ決済アプリ
（モバイルレジアプリ・PayB
アプリ、楽天銀行アプリ）を
起動後、納付書のバーコー
ドをカメラ機能で読み取る。

①納付義務者が、銀行スマホ
決済アプリ（モバイルレジアプリ・
PayBアプリ、楽天銀行アプリ）
をダウンロードする。

銀行スマホ決済事業者

・株式会社NTTデータ

・ビリングシステム株式会社

・楽天銀行株式会社

収納サービス提供事業者

株式会社ＮＴＴデータ

情報項目は、
別紙のとおり
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（別紙） 

1 

銀行スマホ決済を活用した介護保険料の収納情報データ項目 

介護保険料の収納業務に係る項目 
レコード区分、ファイル作成日、代行会社コード、収納機関コード、利用区分、データ識別コード、 

収納日付、収納時間、バーコード情報（国コード、区自由使用欄（処理区分、賦課年度、相当年度、 

通知書番号、期別、延滞金、再発行区分、支払い期限日、印紙フラグ、支払い金額）、収納店舗コード、

支払い予定日、経理処理日、小売業企業コード、速報件数合計、速報金額合計、確報件数合計、 

確報金額合計、速報取消件数合計、速報取消金額合計、レコード総件数 

 

（注）既に導入済のモバイルレジによる納付データと、項目・連携内容は同様 

80



銀行スマホ決済（モバイルレジ等）を活用した国民健康保険料のインターネットバンキン

グ納付の導入に伴う収納サービス提供事業者との外部結合等について（納付方法の追加）

（№３４） 

 

 

 

事業名 
銀行スマホ決済を活用した国民健康保険料のインターネットバンキング

納付の導入について 

担当課 医療保険年金課 

区 分 外部結合、業務委託 

目 的 

国民健康保険料の納付について、新たな決済手段である銀行スマホ決済

を活用したインターネットバンキング納付を導入することにより、区民の

納付機会の拡充と利便性の向上を図る。 

対象者 国民健康保険料の納付義務者 

事業内容 

 

１ 概要 

現在、区では、国民健康保険料の納付について、医療保険年金課、特別

出張所、金融機関、口座振替、コンビニエンスストアでの納付のほか、『モ

バイルレジを活用したインターネットバンキング納付』、『モバイルレジ

を活用したクレジット納付』及び『電子マネー納付』など、さまざまなキ

ャッシュレス決済にも対応している。 

令和７年６月からは、ＰａｙＢ、楽天銀行を活用したインターネットバ

ンキング納付を新たに追加（※）することにより、区民の利便性の向上及

び業務の効率化を図る。 

※インターネットバンキング納付は、既存の「モバイルレジ」を活用した

インターネットバンキング納付と今回追加される「ＰａｙＢ、楽天銀行」

を加えて「銀行スマホ決済」という。 

 

２ 外部結合、業務委託の付議内容 

（１）外部結合 

銀行スマホ決済で納付されたデータについて、収納サービス提供事 

業者が有する収納センターのサーバと区のイントラパソコンが結合す 

るため。 

（２）業務委託 

     納付された収納データの作成、収納サービス提供事業者や区への収

納データ送信及び収納センターのサーバ管理業務を委託するため。 

 

３ 対象者 

７００件 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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収納センター

納付義務者

③支払内容の確認し、インター
ネットバンキングによる支払いを
行う。

納付書

サーバ
(事業者直轄管理)

【インターネット回線】

・通信暗号化
・即時送信

④支払い手続きを完了すると、
自動的に収納データが送信さ
れる。

新宿区

⑧収納データ
を区に送信する。

【LGWAN回線】

・通信暗号化
・速報及び確報
当日送信

⑦収納データの集約
及び作成を行う。

医療保険年金課

イントラ端末 標準システム

⑨収納データをイントラ端末で
受信し、標準システムへ登録する。

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

三者契約

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設
置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティ
パッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設
置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティ
パッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

⑤収納データを作成する。

収納センター

サーバ
(事業者直轄管理)

情報項目は、
別紙のとおり

⑥収納データ
を送信する。

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設
置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティ
パッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

【専用回線】

・通信暗号化
・速報及び確報
当日送信

銀行スマホ決済を活用したインターネットバンキング納付に係る個人情報の流れ
※モバイルレジについては、平成３０年度第８回情報公開・個人情報保護審議会にて承認済み。
※青字の部分が、今回の追加内容。

①納付義務者が、銀行スマホ
決済アプリ（モバイルレジアプリ・
PayBアプリ、楽天銀行アプリ）
をダウンロードする。

②銀行スマホ決済アプリ
（モバイルレジアプリ・PayB
アプリ、楽天銀行アプリ）を
起動後、納付書のバーコー
ドをカメラ機能で読み取る。

収納サービス提供事業者

株式会社ＮＴＴデータ

銀行スマホ決済事業者

・株式会社NTTデータ

・ビリングシステム株式会社

・楽天銀行株式会社

情報項目は、
別紙のとおり
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資料（別紙） 

1 

銀行スマホ決済による国民健康保険料の収納情報データ項目 

国民健康保険料の収納業務に係る項目 
レコード区分、ファイル作成日、代行会社コード、収納機関コード、利用区分、データ識別コード、 

収納日付、収納時間、バーコード情報（国コード、区自由使用欄（処理区分、賦課年度、相当年度、 

通知書番号、期別、延滞金）再発行区分、支払い期限日、印紙フラグ、支払い金額）、収納店舗コード、

支払い予定日、経理処理日、小売業企業コード、速報件数合計、速報金額合計、確報件数合計、 

確報金額合計、速報取消件数合計、速報取消金額合計、レコード総件数 

 

（注）既に導入済のモバイルレジによる納付データと、項目・連携内容は同様 

 

83



後期高齢者医療保険料の納付における銀行スマホ決済（モバイルレジ等）、モバイルレジク

レジット決済及び電子マネー決済の導入等について（№３５） 

 

 

 

事業名 
後期高齢者医療保険料の納付における銀行スマホ決済（モバイルレジ

等）、モバイルレジクレジット決済及び電子マネー決済の導入等について 

担当課 高齢者医療担当課 

区 分 外部結合、業務委託 

目 的 

後期高齢者医療保険料の納付について、銀行スマホ決済（モバイルレジ

等）、モバイルレジクレジット決済及び電子マネー決済を導入することによ

り、区民の納付機会の拡充と利便性の向上を図る。 

対象者 後期高齢者医療保険料の納付義務者 

事業内容 

 

１ 概要 

現在、区では、後期高齢者医療保険料の納付について、高齢者医療担当

課、特別出張所、金融機関、口座振替、コンビニエンスストアでの納付に

対応している｡ 

令和７年７月からは、今までの納付方法に加え、『モバイルレジ等を活

用したインターネットバンキング納付（※）』、『モバイルレジを活用し

たクレジット納付』及び『電子マネー納付』を導入することで、区民の利

便性の向上及び業務の効率化を図る。 

※モバイルレジ、ＰａｙＢ及び楽天銀行を活用したインターネットバン

キング納付を「銀行スマホ決済」という。 

 

２ 外部結合、業務委託の付議内容 

（１）外部結合 

収納サービス提供事業者が有する収納センターのサーバと区のイン 

トラパソコンが結合するため。 

（２）業務委託 

納付された収納データの作成、収納サービス提供事業者や区への収納

データ送信及び収納センターのサーバ管理業務を委託するため。 

 

３ 対象者 

  約３６，０００名 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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収納センター

納付義務者

③支払内容の確認し、インター
ネットバンキングによる支払いを
行う。

納付書

サーバ
(事業者直轄管理)

【インターネット回線】

・通信暗号化
・即時送信

④支払い手続きを完了すると、
自動的に収納データが送信さ
れる。

新宿区

⑧収納データ
を区に送信する。

【LGWAN回線】

・通信暗号化
・速報及び確報
当日送信

⑦収納データの集約
及び作成を行う。

高齢者医療担当課

イントラ端末 後期高齢
支援システム

⑨収納データをイントラ端末で
受信し、後期高齢支援システム
へ登録する。

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

三者契約

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設
置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティ
パッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設
置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティ
パッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

⑤収納データを作成する。

収納センター

サーバ
(事業者直轄管理)

情報項目は、
別紙のとおり

⑥収納データ
を送信する。

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設
置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティ
パッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

【専用回線】

・通信暗号化
・速報及び確報
当日送信

※モバイルレジについては、税務課などが平成３０年度第８回情報公開・個人情報保護審議会で承認済み
銀行スマホ決済を活用したインターネットバンキング納付に係る個人情報の流れ

①納付義務者が、銀行スマホ
決済アプリ（モバイルレジアプリ・
PayBアプリ、楽天銀行アプリ）
をダウンロードする。

②銀行スマホ決済アプリ
（モバイルレジアプリ・PayB
アプリ、楽天銀行アプリ）を
起動後、納付書のバーコー
ドをカメラ機能で読み取る。

銀行スマホ決済事業者

・株式会社NTTデータ

・ビリングシステム株式会社

・楽天銀行株式会社

収納サービス提供事業者

株式会社ＮＴＴデータ

情報項目は、
別紙のとおり
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収納センター

モバイルレジを活用したクレジット納付に係る個人情報の流れ

納付義務者

①納付義務者が、モバイル
レジアプリをダウンロードする。

②モバイルレジアプリを起動後、
納付書のバーコードをカメラ機
能で読み取る。

③支払内容の確認し、クレ
ジットカードによる支払いを
行う。

納付書

収納サービス提供事業者
株式会社ＮＴＴデータ

サーバ
(事業者直轄管理)

【インターネット回線】

・通信暗号化
・即時送信

④支払い手続きを完了すると、
自動的に収納データが送信
される。

新宿区

⑧指定代理納付者の代理
納付後、収納サービス提供
事業者は収納データを作成
し、区に送信する。

【LGWAN回線】

・通信暗号化
・速報及び確報
当日送信

⑤収納データの集約、
区への送信及び収納
データ管理を行う。

高齢者医療担当課

イントラ端末 後期高齢
支援システム

⑨収納データをイントラ端末で
受信し、後期高齢支援システム
へ登録する。

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

三者契約

クレジットカード指定代理納付者
株式会社ジェーシービー
ユーシーカード株式会社

⑥収納センターに送付された
支払い要求に基づき、指定
代理納付者にクレジット決済
可否について確認する。

【専用回線】

・通信暗号化

⑦指定代理納付者はクレジット
カード会社に与信照会を行い、
クレジットカード決済可能なら、
指定代理納付者は代理納付する。

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設
置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティ
パッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設
置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティ
パッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

情報項目は、
別紙のとおり

※モバイルレジクレジットについては、税務課などが平成３０年度第８回情報公開・個人情報保護審議会で承認済み

86



・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

導入予定の電子マネーは、
以下を予定

②利用登録した電子マネーアプリ
のホーム画面から「請求書払い」
メニューを選択し、納付書に印字
されたバーコードを読み取る。

電子マネー納付の導入に係る個人情報の流れ

納付義務者

①事前にスマートフォンで、電子
マネー利用登録を行うとともに、
電子マネーのチャージを行う。

③表示された内容を確認し、
支払い確定を行う。

収納サービス提供事業者
株式会社ＮＴＴデータ

電子マネー事業者

データ連携事業者
ビリングシステム株式会社

高齢者医療担当課

イントラ端末
後期高齢
支援システム

⑨収納データをイントラ
端末で受信し一時保存
する。保存した収納デー
タを後期高齢支援シス
テムへ登録。

新宿区

納付書

⑤電子マネーによる納
付の受付及び代理納付
を行う。

⑥受付した納付の収納データ
の作成及び収納サービス事
業者への送信を行う。

⑦収納データの集約、
区への送信及び収納
データ管理を行う。

PayPay
ａｕPAY
ｄ払い
Ｊ- coin
Famipay
楽天ペイ

【インターネット回線】
【インター
ネット回線】

【専用回線】

【LGWAN回線】

・通信暗号化
・速報及び確報
当日送信

・通信暗号化
・速報翌日送信
・確報５営業日毎送信

・通信暗号化
・即時送信

・通信暗号化
・即時送信

⑧収納データの送付

電子マネー事業者毎に４者契約

専用サーバ
（データセンター）

専用サーバ
（データセンター）

専用サーバ
（データセンター）

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、セ
キュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、セ
キュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、セ
キュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、セ
キュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務
の履行
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

情報項目は、
別紙のとおり

情報項目は、
別紙のとおり

情報項目は、
別紙のとおり

※電子マネーについては、税務課などが令和３年度第５回情報公開・個人情報保護審議会で承認済み

④支払い手続きを完了すると、
自動的に収納データが送信される。
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                                        （別紙）

        

1 

銀行スマホ決済を活用したインターネットバンキング納付・クレジット納付に係るデータ項目 

後期高齢者医療保険料の収納業務に係る項目 
通知書番号、レコード区分、ファイル作成日、代行会社コード、収納機関コード、利用区分、データ識別

コード、収納日付、収納時間、自治体コード、区自由使用欄（処理区分、賦課年度、対象年度、通知書番

号、期別、調定額、収納額、延滞金、再発行区分、支払い期限日、印紙フラグ、支払い金額）、収納店舗

コード、支払い予定日、確認番号、発行年月日、クレジット送信年月日、経理処理日、小売業企業コード、

速報件数合計、速報金額合計、確報件数合計、確報金額合計、速報取消件数合計、速報取消金額合計、レ

コード総件数 
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新宿区アセットマネジメント支援システムデータ作成委託等について（№３６） 

 

 

 

事業名 新宿区アセットマネジメント支援システムデータ作成等委託 

担当課 建築調整課 

区 分 電算処理、業務委託 

目 的 

アセットマネジメント支援システムのうち、区民配信システム（みんな

の GIS）の関連する各種データ更新を実施することで、利便性の向上を図

る。 

対象者 開発許可申請者 

事業内容 

 

１ 概要 

 都市計画法第 29条（以下、同法）の規定により、一定規模の土地で区

画形質の変更等を行う場合には、許可（開発許可）が必要であり、許可を

行った場合には、同法 46条に基づき、開発登録簿を作成し、保管しなけ

ればならない。作成した開発登録簿については、現在窓口での閲覧及び交

付を行っているが、今後は区のＨＰでも、開発登録簿の確認及び印刷を可

能にすることで、利用者の利便性の向上を図る。なお、ＨＰでの確認及び

印刷は、既存のアセットマネジメント支援システム（平成 23年度管理運

営会議承認済み）の、区民配信システム（みんなのＧＩＳ）の情報を更新

することで行う。 

 

２ 電算処理、業務委託の付議内容 

（１）電算処理 

   区民配信システム（みんなの GIS）での、開発登録簿の確認及び印刷

を可能にするため、既存の区民配信システム（みんなの GIS）の改修を

行う。 

（２）業務委託 

     区民配信システム（みんなの GIS）改修作業及び、データ加工作業等

を委託する。 

 

３ 対象者 

30人 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 

89



新宿区アセットマネジメント支援システムデータ作成に係る個人情報の流れ

アセットマネジメント支援システム
（みどり土木部GISサーバ）

【区イントラPC】

申請者情報

氏名、住所

庁内配信システム

氏名、住所

申請者情報

①庁内配信
データの作成

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務履行
・データの暗号化
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの
設置
サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティ

パッ
チの適用等）

・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

新宿区

開発許可関連情報
 （開発登録簿）

【委託先ＰＣ】

区民配信システム

委託業者

 【LGWAN回線】

②庁内配信データの
アップロード

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイウォー
ルの設置、サーバの要塞化、侵入検
知、セキュリティパッチの適用等）

・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化
・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

※庁内配信データの取り込
みは、建築調整課執務ス
ペースで委託事業者が作業

③庁内配信データダウンロード
（USB等）

④区民配信用データを調整

開発許可関連情報
     （開発登録簿）

 【LGWAN回線】

⑤区民配信システムへアップロード
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ＬｏＧｏフォームの利用に係る外部結合について（手続の追加）（№３７） 

 

 

 

事業名 行政手続のオンライン化等の推進 

担当課 区政情報課、情報戦略課、学校運営課 

区 分 外部結合 

目 的 区職員への調査のオンライン化を推進し、利便性の向上を図る。 

対象者 区職員（会計年度任用職員は除く） 

事業内容 

 

１ 概要 

 区では、平成１６年度から東京都及び都内区市町村で構成される東京

電子自治体共同運営協議会が提供する「東京共同電子申請・届出サービ

ス」を活用して、子どもや健康、防災、景観などに関する申請やイベント

の申込みなどの手続をオンラインで受け付けてきた。 

今後、「東京共同電子申請・届出サービス」が令和６年度末で廃止され、

よりサービス利用者にとって申請がしやすく、職員にとっても申請フォ

ームを作成しやすい新たな電子申請サービス（ＬｏＧｏフォーム）（以

下、「ＬｏＧｏフォーム」という。）が、東京都及び都内区市町村で共同

調達・導入されることとなった。（令和６年度第１回個人情報保護管理運

営会議承認済） 

  ついては、区の電子申請による行政手続の導入促進等の観点から、下 

記３点にかかる電子申請のみ付議することとする。 

①単年度手続者が１，０００人を超えることが想定される場合 

②オンライン決済機能を活用する場合 

③マイナンバーカードを活用した電子認証機能を活用する場合 

 

２ 外部結合の付議内容 

  新たな手続をＬｏＧｏフォームに追加することで、さらなる区職員の

利便性の向上を図ることとするため、東京都及び都内区市町村で共同調

達・導入するＬｏＧｏフォームに外部結合を行う。 

  なお、当該手続は、上記①単年度手続者が１，０００人を超える場合に

該当するため付議を行う。 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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⑤本人の同意に基づき
手数料等の支払い

（※２）

電子申請サービスに係る個人情報の流れ（住民等から区への申請）

区イントラネットパソコン
（LGWAN端末）

パソコン、
スマートフォン等

申請者

①専用サイトからの申請
（※１、※２）

【LGWAN回線】

③申請情報等の確認・
申請受付処理

新宿区

他自治体

他自治体は
区の情報に
アクセスできない

⑥申請情報等の
ダウンロード

⑧申請された書類を郵送（個別で確認が必要な場合は、電話等で連絡する。）

②申請到達メールの通知

④申請受付完了
メール等の通知

申請情報

⑦申請への対応及び
対応記録の管理

・特定相手以外の通信不可 ・ネットワーク機器等制御による通信限定
・通信内容の暗号化 ・ウィルス対策
・ＩＤ／パスワード等認証 ・最新のパターンファイルの適用
・ファイルのパスワード設定 ・アクセス制御
・アクセスログ取得、分析 ・システムネットワーク状態等の監視
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理 ・国内法が適用されるサーバ環境
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設置、
サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティパッチの適用等）

通信暗号化

決済情報

電子認証オプション
※必要な手続きのみ

マイナンバーカードを用
いた電子認証

電子決済オプション
※必要な手続きのみ

・クレジットカード決済
 ・PayPay決済

電子申請サービス（ＬｏＧｏフォーム）

申請内容の確認申請

【申請者側機能】 【自治体側機能】

申請受付申請状況照会

申請取り下げ／再申請

申請者情報のダウンロード

申請差し戻し(補正依頼)

申請情報 決済情報

API連携（※１） API連携（※２）
※電子決済オプション利用の場合

決済金額の納付

【インターネット回線】

株式会社トラストバンク

プライバシーマーク/ISMSクラウドセキュリティ認証取得済

・特定相手以外の通信不可 ・ネットワーク機器等制御による通信限定
・通信内容の暗号化 ・ウィルス対策
・ＩＤ／パスワード等認証 ・最新のパターンファイルの適用
・ファイルのパスワード設定 ・アクセス制御
・アクセスログ取得、分析 ・システムネットワーク状態等の監視
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理 ・国内法が適用されるサーバ環境
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設置、
サーバの要塞化、侵入検知、セキュリティパッチの適用等）

・個人情報保護法等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・個人情報の消去、消去報告書の提出
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の対応協議

※１ 「電子認証オプション」を活用した電子認証は、申請と併せ➀の段階で行う。
※２ 「電子決済オプション」を活用したオンライン決済は、④申請受付完了メール等の通知で決済金額を請求し、⑤の段階で行うほか、申請と併せ➀の段階で行うこともできる。
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【追加手続及び情報項目】 

No 担当課 手続名（登録業務名） 取扱う個人情報項目 付議内容 

１ 学校運営課 進路予定調査に関する

アンケート 

（区立小・中学校の入学予定の児童・生徒）氏名、児童生

徒氏名フリガナ、生年月日、性別、住所、現在在籍中の学

校等 

（区立小・中学校の入学予定の児童・生徒の保護者）氏名、

氏名フリガナ、電話番号、メールアドレス、 

（外国籍の児童・生徒）国籍、言語、在留資格、在留期間、

在留カード番号 

①約 4,000件 
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ｅＬＴＡＸシステムに係る外部結合等について（手続の追加）（№３８） 

 

 

事業名 地方税の手続きにおける電子申告等の拡大 

担当課 税務課 

区 分 外部結合、業務委託 

目 的 

地方税の手続きにおいて、「ｅＬＴＡＸシステム」で行える、電子申告等

を、 

・相続人の代表者の指定届出 

・自動車税等の第二次納税義務の免除申告 

・登記することができる質権以外の質権に係る質権の優先の証明 

・猶予を受けた場合の差押の解除の申請 

・納付又は納入の委託の申出 

・地方税の予納の申出 

・経済的成果の消失があった場合の還付加算金に係る申出 

・地方税を納付した第三者の代位 

・所有権留保付売買の売主による軽自動車税の種別割の賦課徴収に関す

る事項の報告 

（以下「令和 7年中対応地方税関係申告等」という。）に拡大することで、

納税義務者・特別徴収義務者・申告者（以下「納税義務者等」という。）の

負担を軽減させるため。 

対象者 ｅＬＴＡＸシステムを使って地方税関係申告等を行う申告者 

事業内容 

 

１ 概要 

地方税共同機構が提供するｅＬＴＡＸシステムとの外部結合は、平成

21年度第 2回、同第 6回、平成 22年度第 3回情報公開・個人情報保護

審議会にて了承済である。また、外部結合の地方税関係申告等の電子申

告については、令和 5年度第 4回、令和 6年度第 4回個人情報保護管理

運営会議にて了承済である。 

これまでも、地方税関係申告書等の電子申告による受付を行ってきた

が、令和 4年税制改正により、令和 7年 1月以降、地方税関係申告等に

ついても電子申告対象手続が拡大された。 

  ついては、令和 7 年中対応地方税関係申告等を、新たにｅＬＴＡＸシ

ステムに連携することで、納税義務者等への適正な課税及び申告等の負

担軽減に繋がることから、ｅＬＴＡＸシステムを利用した手続きを追加

するために必要な外部結合及び業務委託を行う。 
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ｅＬＴＡＸシステムに係る外部結合等について（手続の追加）（№３８） 

 

 

 

２ 外部結合、業務委託の付議内容 

（１）外部結合 

   ｅＬＴＡＸシステムに令和 7 年中対応地方税関係申告等を連携させ

るため。 

（２）業務委託 

     審査システム運用、保守サポート業務及び情報の一時的な保存業務

を委託する。 

 

３ 対象者 

  地方税関係申告の申告者 

約 7万人（個人住民税 約 4.5万人 軽自動車税 約 2.5万人） 

  特別徴収義務者  

約 8万社 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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ｅＬＴＡＸシステムに係る個人情報の流れ

【LGWAN回線】

【インターネット】

新宿区

審査サーバ

④申告データ
帳票作成

地方税関係申告等

ＡＳＰ事業者
(株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ・アイ)

地方税共同機構

通信暗号化

地方税関係申告を行う申告者
及び特別徴収義務者

【審査クライアント】

①申告情報を入力

eLTAX
ポータルセンター

②申告データ
の出力

③申告データの
ダウンロード

【LGWAN回線】
・特定相手以外の通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・個人情報保護法等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・個人情報の消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・個人情報保護法等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・個人情報の消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

再委託項目
ヘルプデスクの設置
問い合わせ対応

再委託先事業者

再委託契約

※赤太線の箇所が、
今回新たに追加される対象手続

申告等の内容
・更正請求書
・提出期限延長申請書

・納税管理人申告書
・特別区民税・都民税・森林
環境税

・たばこ税
・入湯税
・租税条約に関する届出書

・特別徴収税額の納期の特
例に関する申請書

・特別徴収税額の納期の特

例の要件を欠いた場合の
届出書

・相続人代表者の指定届
・自動車税等の第二次納税
義務の免除申告

・登記することができる質
権以外の質権に係る質権
の優先証明

・猶予を受けた場合の差押
の解除の申請

・納付又は納入の委託の申

出
・地方税の予納の申出
・経済的成果の消失があっ

た場合の還付加算金に係
る申出

・地方税を納付した第三者

の代位
・所有権留保付自動車に係
る軽自動車税種別割の賦

課徴収に関する事項報告書

※情報項目については、
別紙のとおり

※情報項目については、
別紙のとおり

※情報項目については、
別紙のとおり 96



（別紙） 

1 

結合される情報項目・委託に伴い事業者に処理させる情報項目             

特別区民税・都民税・森林環境税、軽自動車税、特別区たばこ税、入湯税に係る項目 

【ファイル名：相続人の代表者の指定届出】 

提出年月日、被相続人カナ氏名、被相続人氏名、被相続人死亡時の住所、被相続人死亡年月日、相続人代表者 

カナ氏名、相続人代表者氏名、相続人代表者住所、相続人代表者電話番号、相続人カナ氏名、相続人氏名、相

続人住所、相続人電話番号、被相続人との続柄、相続分、備考 

 

【ファイル名：自動車税(種別割)の第二次納税義務に係る納付義務免除申告書】 

提出年月日、第二次納税義務者の住所、第二次納税義務者の氏名（名称）、第二次納税義務者の個人番号、第

二次納税義務者の法人番号、第二次納税義務者の電話番号、登録番号、車名及び型式、主たる定置場の所在地、

登録年月日、自動車の買主の住（居）所等、自動車の買主の氏名（名称）、契約年月日、売買代金、代金の支

払い方法、割賦回数、代金の最終支払年月日、受け取ることができなくなった代金、免除を受けようとする自

動車税種別割の年度、免除を受けようとする自動車税種別割の税額、自動車の所在が不明となった日及びその

経過等、買主の住（居）所等が不明となった日及びその経過等、備考 

 

【ファイル名：登記することができる質権以外の質権に係る質権の優先の証明】 

提出年月日、住所（所在地）、氏名（名称）、年度、税目、期別、納期限、税額（円）、加算金額（円）、延滞金

額（円）、督促手数料（円）、滞納処分費（円）、備考 

 

【ファイル名：猶予を受けた場合の差押の解除申請書】 

提出年月日、申請者住所（所在地）、申請者氏名（名称）、徴収の猶予許可年月日、差押財産の名称、差押財産

の数量、差押財産の所在、差押財産の差押年月日、備考 

 

【ファイル名：納付又は納入の委託の申出】 

提出年月日、委託者・納税者・（特別徴収義務者）の住所、委託者・納税者・（特別徴収義務者）の住所の氏名、

証券の種類記号番号、券面金額、支払人、支払場所、支払期日、振出人の住所、振出人の氏名、取立費用、証

券による支払期日、年度期別、税目、納期限、税額、延滞金額、滞納処分費、合計、納税通知書番号、備考 

 

【ファイル名：地方税の予納の申出書】 

税目区分、様式 ID、手続 ID、利用者 ID、納税者 ID、代理人利用者 ID、代理人納税者 ID、申告受付番号、受付

年月日、宛先【地方公共団体コード】、宛先【税務事務所コード】、宛先【長名】、申出年月日申出者の郵便番号、 

申出者の住所又は所在地申出者の氏名又は名称及び代表者氏名、申出者の電話番号、納税義務者または特別徴

収義務者の郵便番号、納税義務者または特別徴収義務者の住所又は所在地、納税義務者または特別徴収義務者

の氏名又は名称及び代表者氏名【フリガナ】、納税義務者または特別徴収義務者の氏名又は名称及び代表者氏名 

個人番号・法人番号区分、個人番号、法人番号、年度、税目、予納額、納付（納入）年月日、予納理由、備考 
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（別紙） 

2 

【ファイル名：経済的成果の消失があった場合の還付加算金に係る申出】 

提出年月日、申請者の住所（所在地）、申請者の氏名（名称）、申請者の電話番号、経済的成果の消失があった

理由 

 

【ファイル名：納付(納入)した第三者の代位届】 

提出年月日、第三者の住（居）所、第三者の氏名、納税者(特別徴収義務者)の住(居)所(所在地)、納税者 

(特別徴収義務者)の氏名(名称)、徴収金の年度、徴収金の税目、徴収金の期別、徴収金の納期限、徴収金の税

額（円）、徴収金の加算金額（円）、徴収金の延滞金額（円）、徴収金の督促手数料（円）、徴収金の滞納処分費

（円）、備考、抵当権の表示、納付(納入)につき正当な利益を有することの証明 

 

【ファイル名：所有権留保付自動車に係る軽自動車税種別割の賦課徴収に関する事項報告書】 

提出年月日、住所（所在地）、氏名（名称）（代表者氏名）、登録番号、登録年月日、車台番号、買主の氏名（名

称）、買主の住所（所在地）、摘要、備考 

 

98



マイナポータル申請管理システムとの外部結合について（特定個人情報保護評価の報告）

（№３９） 

 

 

 

事業名 個人住民税申告の電子化 

担当課 税務課 

区 分 電算処理、外部結合 

目 的 
地方税の手続きにおいて、電子申告を個人住民税に拡大することで、申

告者の負担を軽減させるため。 

対象者 住民登録のある者及び住民登録外登録者（転出者） 

事業内容 

 

１ 概要 

令和 4 年度税制改正により、地方税法第 747 条の 2 では、納税者が地

方公共団体に対して行う全ての申告・申請等手続きについて、「ｅＬＴＡ

Ｘ」を利用して行うことが可能となった。 

地方税共同機構では、実務的な準備が整い次第、「ｅＬＴＡＸ」による

電子申告を拡大しており、令和 8 年度申告分からは、新たに個人住民税

の申告もマイナポータル経由で連携ができるようになる。 

ついては、マイナポータル申請管理システムと結合し、住民税申告デー

タを連携することで、行政手続のオンライン化を推進し、区民の利便性向

上を図る。 

その他、個人住民税申告の電子化に係る特定個人情報保護評価書の見

直しについては、個人情報保護委員会の指針に定める「重要な変更」に該

当するため、特定個人情報保護評価（全項目評価）を再実施する。 

 

２ 電算処理、外部結合の付議内容 

（１）電算処理 

以下の特定個人情報保護評価書（全項目評価書）（素案）の内容に 

ついてパブリック・コメント制度による住民への意見聴取を実施す 

る。 

・地方税に関する事務 全項目評価書 

（２）外部結合 

   ＬＧＷＡＮ回線（地方公共団体を相互に接続する行政専用の総合行

政ネットワーク）を介してマイナポータル申請管理システムとの結合

を行う。       

 

３ 対象者 

  約４５，０００人（予定） 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 

99



Ｚ
Ｚ

マイナポータル申請管理システムを利用した個人住民税申告に係る個人情報の流れ

区民

新宿区

マイナポータル

①スマートフォ
ンまたはタブ
レットから
eLTAXHPまた
はマイナポータ
ルを経由して手
続き開始

【電子申請等API】

SSLによる
通信暗号化

【LGWAN回線】

SSLによる
通信暗号化

⑧申告データを
ダウンロード

税務システム

デジタル庁

区イントラネットパソコン
（情報戦略課管理）

⑨申告データ印刷

申請者情報

氏名、住所、生年月
日、電話番号、性別、
職業、勤務先名等

⑥申請があった場合  
メールでお知らせ

※マイナンバーカード認証
・利用者用電子証明書
・パスワード
・署名用電子証明書

⑦申告情報等の確認・
申請受付処理

⑩申告データを
手動で入力

②申告書入力

申請者情報

氏名、住所、生
年月日、電話番
号、性別、職業、
勤務先名等

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイア
ウォールの設置、サーバの要塞化、
侵入検知、セキュリティパッチの適
 用等）

・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定

 ・アクセス制御
  ・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得

                                                         ・サーバ冗長化
                                                         ・バックアップ

・入退室管理
         ・国内法が適用されるサーバ環境
       ・申請者情報は5日後に自動消去

マイナポータル
ぴったりサービス

③電子申告データ
（申請者向け機能）

マイナポータル
申請管理

⑤申告管理データ
（自治体向け機能）

④申請状況を
照会するため
の受付番号を
発行

※手続の申請
状況を照会

100



個人住民税申告の電子化の概要及び
地方税に関する事務全項目評価書（素案）の主な変更内容

Ⅱ 全項目評価書（素案）の主な変更内容

全項目評価書の主な変更点は、次に掲げる項目である。

・Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム

マイナポータル申請管理を追加
（別添１）事務の内容

マイナポータル申請管理を追加

・Ⅱ 特定個人情報ファイルの概要
３．特定個人情報の入手・使用 ②入手方法

マイナポータル申請管理を追加
６．特定個人情報の保管・消去

マイナポータル申請管理における措置を追加

・Ⅲ 特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
マイナポータル申請管理における措置を追加

Ⅰ 個人住民税申告の電子化の概要

令和４年度税制改正により、地方税務手続のデジタル化として、eLTAXを通じた電子申
告・申請の対象手続や電子納付の対象税目・納付手段が拡大されている。
令和８年１月より、個人住民税の電子申告が可能となり、マイナポータルの伝送経路を利

用して、個人住民税申告データの受領が開始される。
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住民税未申告者に送付する特別区民税・都民税申告書等の印字及び封入封緘に係る業務の

委託について（№４０） 

 

 

 

事業名 住民税未申告者に対する特別区民税・都民税申告書等の送付 

担当課 税務課 

区 分 業務委託 

目 的 
住民税未申告者に対する調査を行い、適正課税の推進及び課税漏れ防止

を図るため。 

対象者 住民税が未申告である区民（10月上旬時点） 

事業内容 

 

１ 概要 

区では、住民税未申告者に対し、特別区民税・都民税申告書等を送付す

ることで、適正な申告を促している。 

令和 6年 12月までは、情報システム課が対象者の宛名・住所等をホス

トシステムから抽出し、高速プリンタで申告書（様式）に印字したうえ

で、税務課が他の封入物 3 点とともに窓空き封筒に封入封緘を行い、郵

便局への搬入を行っていた。 

しかしながら、令和 7 年 1 月からの基幹業務システム再整備に伴い、

ホストシステムが廃止されたことから、税務課の税務システムにより運

用管理を行っている。 

そのため、税務課が税務システムより抽出した宛名・住所等の対象者デ

ータを委託事業者へ送付し、委託事業者が申告書（様式）の印刷及び印字

を行う。また、併せて封入封緘も委託することで、業務の効率化を図る。 

 

２ 業務委託の付議内容 

（１）申告書への印字処理業務（宛名、住所等） 

（２）申告書等の封入封緘業務 

       

３ 対象者 

約 15,000人 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 
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委託事業者新宿区

税務システム

②対象者データ及び同封
物の提供（ＨＤＤ及び紙・
手渡し）

イントラパソコン

住民税未申告者に送付する特別区民税・都民税申告書等の印字及び封入封緘業務に係る個人情報の流れ

④対象者データを確認し、
申告書（様式）に印字

①対象者データ出力

対象者データ

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの
設置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリ
ティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告（再委託含む）
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務の
履行
・定期的な体制の確認
・データの暗号化
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却及び消去
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載

住民税
未申告者

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォール
の設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

⑥対象者データの返却
及び封入封緘物の納品
（ＨＤＤ及び紙・手渡し）

⑧区が郵便局へ搬入し、
住民税未申告者宛てに発送

・特定相手以外との通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの
設置、サーバの要塞化、侵入検知、セキュリ
ティパッチの適用等）
・ウィルス対策
・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証
・ファイルのパスワード設定
・アクセス制御
・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得
・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理
・国内法が適用されるサーバ環境

郵便番号、宛名住所、宛名漢字
氏名、連番、宛名番号、カナ氏
名、生年号、生年月日、カスタ
マーバーコード

⑤申告書及び同封物を
封入封緘

委託先PC

対象者データ

⑦職員による
納品物の検査

ｚ

ｚ

③申告書（様式）の作成

ｚ

・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載

郵便番号、宛名住所、宛名漢字
氏名、連番、宛名番号、カナ氏
名、生年号、生年月日、カスタ
マーバーコード
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環境活動人材ネットワーク事業に係る業務の委託について（№４１） 

 

 

 

事業名 環境活動人材ネットワーク事業 

担当課 環境対策課 

区 分 業務委託 

目 的 「新宿区脱炭素チューター」の育成を柔軟かつ円滑に行うため 

対象者 区内在住、在勤、在学の者 

事業内容 

 

１ 概要 

  環境活動人材ネットワークは、区内在住、在勤、在学の者を対象に、

「新宿区脱炭素チューター（以下、「チューター」という。）」育成セミナ

ーを開催し、区内における環境教育の担い手を育成する。区民等に環境

行動に対する意識と行動の変容を促すための場をチューターに提供する

ことで、「ゼロカーボンシティ新宿」の実現を目指す事業である。業務を

委託して実施することで、セミナーの開催や活動場所の創出の円滑化を

図る。 

 

２ 業務委託の付議内容 

  「新宿区脱炭素チューター」育成セミナー参加者の管理調整等や、セミ 

ナーの開催業務を委託する。       

 

３ 対象者 

  約２５人 

個人情報の

流れ及び情

報保護対策 

別紙のとおり 

104



①セミナー申込
（Web）

⑤セミナーの実施

⑨認定証交付等

③応募者リスト送付
（USB・CD-R等）

⑦チューター名簿送付
（USB・CD-R等）

環境活動人材ネットワーク事業に係る個人情報の流れ

応募者 委託先 新宿区

氏名、電話番号、住所
メールアドレス、年齢、所属（企
業・団体名）セミナー受講歴

②応募者リスト作成

・特記事項等の遵守
・立入調査等及び状況報告
・責任者及び取扱者の報告
・区が作成した業務フローに基づく業務の
履行
・鍵付きカバン等による運搬
・受渡し時の管理簿への記載
・鍵付キャビネット等での保管
・個人情報の返却
・事故等への対応体制及び手順の整備
・事故発生時等の協議

・特定相手以外の通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォー
ルの設置、サーバの要塞化、侵入検知、
セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策 ・最新のパターンファ
イルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証 ・ファイル
のパスワード設定
・アクセス制御 ・システムネットワー
ク状態等の監視
・アクセスログ取得 ・サーバ冗長
化 ・バックアップ
・入退室管理 ・国内法が適用される
サーバ環境

・鍵付きカバン等
による運搬

・受渡し時の管理
簿への記載

氏名、電話番号、住所
メールアドレス、年齢、所属（企
業・団体名）セミナー受講歴

※セミナーを2回受講した者のみ脱
炭素チューターに認定

⑥脱炭素チューターリストの作成

・鍵付きカバン等
による運搬
・受渡し時の管理
簿への記載

氏名、電話番号、住所
メールアドレス、年齢、所属（企
業・団体名）セミナー受講歴

④応募者リスト確認

氏名、電話番号、住所
メールアドレス、年齢、所属（企
業・団体名）セミナー受講歴

※セミナーを2回受講した者のみ脱
炭素チューターに認定

⑧脱炭素チューターリスト確認

・特定相手以外の通信不可
・ネットワーク機器やサーバの制御
・通信内容の暗号化
・外部からの攻撃防御（ファイアウォールの設置、サー
バの要塞化、侵入検知、セキュリティパッチの適用等）
・ウィルス対策 ・最新のパターンファイルの適用
・ＩＤ／パスワード等認証 ・ファイルのパスワード設
定
・アクセス制御 ・システムネットワーク状態等の監視
・アクセスログ取得 ・サーバ冗長化 ・バックアップ
・入退室管理 ・国内法が適用されるサーバ環境

【委託先ＰＣ】

【インターネット】

通信暗号化
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